


すべての人々が豊かさを享受できる社会の実現は、人類共通の願いです。その重要な鍵となる
科学技術を、自然や社会と調和した健全な方向に発展させることは、科学コミュニティ、その一
員である産総研、そして私たちに託された使命です。私たち産総研にはたらくすべての者は、
自らの使命と社会への責任を認識し、産業科学技術の研究開発を通して豊かな社会の実現に貢
献すべく、以下の行動の理念を共有します。

■ 社会動向の把握
私たちは、地域から国際社会にわたるさまざまなスケールの社会の動向や要請の把握に努め、
外部の諸機関とも協力しつつ速やかに問題を提起し、科学技術を基礎とした解決方法を提案し
ます。

■ 知識と技術の創出
私たちは、一人ひとりの自律と創造性を尊重するとともに、協調と融合により総合力を発揮
し、高い水準の研究活動によって新たな知識と技術を創出します。

■ 成果の還元
私たちは、学術活動、知的基盤整備、技術移転、政策提言等を通して、研究成果を広く社会に
還元し、わが国の産業の発展に貢献します。また、情報発信や人材育成等を通して科学技術の
普及と振興に努めます。

■ 責任ある行動
私たちは、職務を効果的に遂行できるよう、自己の資質向上や職場環境の整備に積極的に
取り組みます。また、法の精神を尊重し、高い倫理観を保ちます。

「社会の中で、社会のために」
国立研究開発法人 産業技術総合研究所

●地球環境の保全や人類の安全に資する研究を推進し、安心・安全で質の高い生活や環境と調

和した社会の実現を目指します。

●環境安全に関する諸法規を遵守するとともに、自らガイドラインなどの自主基準を設定し、

日々、環境保全と安全衛生の向上に努めます。

●環境安全に関する情報の発信を推進し、地域社会との調和・融合に努めます。また、万一の

事故、災害においても、迅速・的確な対処を行うとともに、「公開の原則」に則り、得られた

知見・教訓の社会への還元に努めます。

憲　章

環境安全憲章
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　国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、産

総研）は、2004年度に環境報告書を発行し、さら

に、2010年度からは環境活動報告に組織の社会的

責任（CSR）への取り組みを加えた「産総研レポー

ト」を発行してきました。
　今回、「産総研レポート2015�社会・環境報告」
の発行にあたり、産総研におけるこれらCSR活動に
加え、産総研の科学技術の成果を有効に事業につな
げる「橋渡し」の取り組みついて、わかりやすく、親
しみやすい説明を通じて、さまざまなステークホル
ダーの皆様にご理解をいただくことにより、産総研と
社会との共生により一層深い信頼関係を築くことを目
指して編集いたしました。特に、「橋渡し」研究特集
では、産総研を代表し世界をリードしている研究を中
心に、社会における産総研の活動を紹介いたしまし
た。
　なお、環境報告に関する研究拠点ごとの詳しい
データについてはＨＰで公開しております。
　産総研公式ＨＰ　http://www.aist.go.jp/
◆報告対象範囲
　産総研全拠点の活動を報告対象としています。
◆報告対象期間
　2014年 4月～2015年 3月
◆報告対象分野
　産総研における組織統治、人権、労働慣行、公正
な事業慣行、社会との共生、環境活動、労働安全衛
生活動およびオープンイノベーション活動を主な対
象とします。

◆数値の端数処理
　表示桁数未満を四捨五入しています。
◆参考にしたガイドラインなど
●「環境報告ガイドライン（2012年版）」環境省
●「環境情報の提供の促進による特定事業者の
環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」
●「環境報告書記載事項等の手引き（第2版）」環
境省
●「日本語版ISO�26000:2010�社会的責任
に関する手引き」（財）日本規格協会

◆次回発行予定
　2016年 9月

編集方針 目 次
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トップメッセージ

　産業技術総合研究所（産総研）は、2015年4月�

より5 年間の第 4 期中長期目標期間に移行し、

同時に、法改正により、研究開発の成果の最大化

を目的とする国立研究開発法人として、新たなス

タートを切りました。現在、常勤職員約 3 千人、

契約職員と外部からの研究者を含めると約 1 万人

が勤務しています。

　日本の社会は現在、エネルギーの供給不安、少

子高齢化、地域経済の衰退、地震などの自然災害

の危険、社会インフラの老朽化など様々な課題に

直面しています。産業界においては、国際的に競

争力のある企業が徐々に減少し、自動車などの一

部産業を除いて、世界市場における存在感が低下

しつつあります。このような社会的・経済的課題

の解決に科学技術の果たす役割は大きく、イノ

ナショナル・イノベーションシステムの
中核を目指して
～イノベーションの創出により日本の社会と産業に貢献～

国立研究開発法人産業技術総合研究所
理事長

中鉢  良治
Ryoji�Chubachi
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ベーション創出は日本経済が再興し、日本が持続

的に成長するための最大の原動力と言えます。

　産総研は、グリーン・テクノロジーとライフ・テ

クノロジーに代表される研究を、基礎から応用ま

で一体的に行うことで、日本の社会や産業が抱え

る諸課題に対し、解決策と新たな方向性を提示す

る研究活動を続けてまいりました。本年度からは、

研究成果を実用化・事業化に結び付ける「橋渡し」

機能の強化を最重要の経営課題と位置付けて取り

組んでいます。

　まず、研究組織を、従来の6分野から、7領域に

再編しました。これは、研究活動の効率化を進め

ると共に、産総研の研究内容と担当組織を外部か

らわかり易くし、企業による研究成果の利活用を

促進するためです。

　また、つくばイノベーションアリーナナノテクノ

ロジー拠点、福島再生可能エネルギー研究所、臨

海副都心センター�バイオ・IT 融合研究拠点などで、

外部の研究者が産総研と共同で研究開発ができる

よう優れた研究環境を提供し、研究者が結集して

新たな価値を創出するオープンイノベーションを推

進しています。

　人材の活用と育成では、大学や企業の研究者を

所属先に在籍したまま産総研の正式な職員として

受け入れるクロスアポイントメント制度を活用し、

大学や企業で創出された技術シーズと産総研の技

術の融合に取り組んでいます。また、若手研究者

を対象とし、産総研での研究活動と産業界での実

務を経験できるイノベーションスクールを開講し、

企業などの研究現場で即戦力として活躍できる研

究人材を養成しています。加えて、大学院生を産

総研に雇用して研究開発プロジェクトに参画させる

リサーチアシスタント制度を設け、若手研究人材

育成を支援しています。

　産総研は、全国 7カ所に地域センターを有し、

それぞれの地域の特性やニーズに合った研究開発

に重点的に取り組み、その成果を地域企業に還元

する活動を続けています。今後も各地域の大学や

公的機関と緊密な連携をとりながら、地域資源を

活用した地域発のイノベーション創出と地域経済

の活性化に向けて、注力してまいります。

　日本は、革新的な技術シーズを次々と生み出し、

事業化につなげ、継続的にイノベーションを創出

するシステムを、国全体として構築する必要があり

ます。

　産総研は、このシステムにおいて中核的な役割

を担い、日本の発展と持続可能な社会構築に貢献

したいと考えています。そのためには、私たちの

研究活動とその成果が社会に有用であるとともに、

事業活動全体が公的研究機関としての社会的な責

任を全うし、社会からの信頼を得ていなければな

りません。

　本レポートでは、産総研の組織および福利厚生

などの制度、人材育成の活動、ワークライフバラ

ンスの支援、女性の活用・障がい者雇用などダイ

バーシティの推進、コンプライアンスの強化、環

境安全管理、調達の適切な執行などの公正な事業

慣行確立の取り組みを、主要な研究活動紹介とと

もに記載しています。

　産総研の活動に皆様のご理解を賜るとともに、

一層のご支援とご鞭撻をお願い申し上げます。
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パワーエレクトロニクスの実用化を先導
　電力の省エネに絶大な効果を発揮するパワーエレクトロニクスは、次世代スマートグリッドの実現を支え
るキーテクノロジーです。産総研はパワー半導体に必要な世界最高レベルの要素技術を確立し、日本企
業と共同で実用化への道を拓きました。約 35 年にわたる研究の蓄積が、技術の“橋渡し”を成功に導
いた好例です。

先進パワーエレクトロニクス研究センター　研究センター長　奥村　元（おくむら　はじめ）

半導体材料の基礎研究からスタート

　パワーエレクトロニクス（パワエレ）とは、半導体

を使って電圧や電流、周波数などを自在に変換したり

制御したりする技術です。その中でも、家電、IT 機

器、自動車、鉄道など、社会のさまざまな分野で電

気の変換ロスを小さくするため、従来のシリコン

（Si）半導体に変わるワイドギャップ半導体を用いた

パワーエレクトロニクスへ期待が高まっています。

　産総研がワイドギャップ半導体研究に取り組み始め

たのは、旧工業技術院電子技術総合研究所時代の

1970年代後半でした。当時主流だったSi 半導体

よりバンドギャップの大きいワイドギャップ半導体の将

来性を見越し、シリコンカーバイド（SiC）、窒化ガリ

ウム（GaN）、ダイヤモンドなどの材料研究をスター

トさせたのです。特に注力したSiC 半導体は、Si 半

導体に比べ高耐圧、低損失、高速動作、高温下での

動作など優れた特徴を併せもち、広範な応用可能性

が期待されていました。

　「当初の想定応用先は、光デバイス、次いで高温

や放射線に強い耐環境デバイスなどでした。パワエ

レ機器としての電力変換装置への応用に注目が集ま

るようになったのは1990年代半ばです。その後大

きな契機が２つありました。一つは1998年から

2002年にかけて実施された国家プロジェクト『超

低損失電力素子技術開発』で、これによりSiC 半導

体の基礎的な技術を開発できたことです。もう一つ

は2008年頃からSiCパワエレ関連の国家プロジェ

クトが複数走り始め、同時に実用化に向けた研究イン

フラが一気に整備されていったことです」と、先進パ

ワーエレクトロニクス研究センター長の奥村元は今日

までの歩みを語ります。

産業変革研究イニシアティブと TIA

　超低損失電力素子の国家プロジェクトが進む中、

2001年に工業技術院などが統合され、独立行政法

人として産総研が発足し、研究成果の実用化が方針

巻頭特集
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として打ち出されました。

　「産総研になって、国家プロジェクトの成果を使っ

て実用化するよう言われても、正直当初はお手上げ

状態でした。得てして国家プロジェクトはチャンピオ

ンデータを狙うものですが、データ的に優れた研究

成果はあってもすぐに実用化できるものがなかったの

です。産総研となって求められるようになったのは、

チャンピオンデータよりも本当に使える技術です。そ

うした背景のもと、新しい産学官連携のしくみである

産業変革研究イニシアティブのもと「SiCデバイス

量産試作研究」が2009年にスタートしました。こ

れにより、量産レベルで歩留りや信頼性を高める、

本当の意味で実用化に近づける、ものづくり技術を

確立することができたと思います」

　同じく2009年にはR&Dの拠点として、つくばイ

ノベーションアリーナ（TIA）が発足し、パワーエレク

トロニクスがコア研究領域の一つに設定されました。

　2010年には、SiCデバイス試作用の専用クリー

ンルーム（約1500㎡）が完成。この施設を活用し

て、SiC の基本技術をもつ産総研、量産ノウハウに強

いデバイスメーカーの富士電機株式会社、装置メー

カーの株式会社アルバックの3者で共同研究を行い、

SiCデバイスチップの量産技術の開発に成功してい

ます。

民活型の共同研究体「TPEC」設立

　こうした研究体制の充実を背景に、技術の橋渡し

に向けた動きが加速していきました。産総研は、

数々の国家プロジェクトで蓄積した成果や専用クリー

ンルームを活用し、より大規模に企業との共同研究

を展開していこうと、つくばパワーエレクトロニクスコ

ンステレーション (TPEC)�を 2012年に設立、現在

では約30社が参画しています。

　「国家プロジェクトの成果をそのまま出しても企業

は受け取ってくれません。また、近年の事業環境も

影響し、企業が製品開発に十分な予算と人員を割く

のが厳しい状況になりつつあります。さらに、技術が

複雑化するいま、単一の技術だけで競争力のある新

製品を生み出すことは困難です。

　そこで、産総研はオープンイノベーションの拠点を

つくり、企業や大学に利用してもらうこととしました。

TPECはまさに、産総研が標榜する“橋渡し”を先sic 素子量産試作品 (3インチウェハ��2011年製作 )

MOSトランジスタ ショットキーバリアダイオード
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んじてTIA の場で体現したものと言えるでしょう。今

後、国家プロジェクトで最高性能を狙い、その成果

をTPECに橋渡しして生産技術として仕上げ、企業

での量産による事業化につなげるという戦略を描い

ています」

社会実装が進む高耐圧インバータ

　ワイドギャップ半導体を用いたパワエレ研究ロード

マップには、第1世代として中耐圧（1kV級）、第

2世代として高耐圧（5kV級）、第3世代として超

高耐圧（10kV級）の開発トレンドが盛り込まれてい

ます。いま実際に、どのような分野で実用化が進ん

でいるのでしょう。

　第1世代の1kV領域は、家電、照明、IT機器な

どマーケットのかなりの部分を占めるボリュームゾーン

です。ここ数年で家電用インバータをはじめ、IT機器

電源、太陽光発電用パワーコンディショナなど、さま

ざまな製品に実装されて社会に送り出されています。

　第2世代の5kV領域は、鉄道や産業機器などの

インフラに使われます。すでに鉄道車両用のイン

バータについては、2012年に東京メトロ銀座線、

2014年に小田急電鉄やJR山手線、そして

2015年にはJR東海の新幹線に実装されました。

また、自動車用インバータも2020年頃の普及を

目指して開発が進んでいます。

　「鉄道で画期的だったのは、東京メトロ銀座線の事

例です。通常、デバイスの段階で電力ロス削減効果

が大きくても、インバータ、電車システムへと段階

が進むにつれて削減効果は小さくなっていきます。し

かし銀座線の場合、最終の車輌システム段階でも約

30％もの電力ロス削減を達成しました。それは、高

耐圧かつ高速スイッチングを可能とした半導体デバイ

ス搭載により、回生ブレーキシステムが発電した電気

をフル活用できるようになったためです。つまり優れ

たパーツができたことで、電車のシステム設計まで

変えることができたのです」

　第3世代の10kV領域は、電力ネットワークへの

実用が期待されますが、まだ開発すべき技術要素が

多く残されています。「送配電系の遮断器にインテリ

ジェント半導体素子を使えば、遠隔操作が可能になり、

電力ネットワークの効率的な運用においても大きなメ

リットが得られるでしょう。もし架線切断事故が起き

ても、大停電に至らずにすむかもしれません。将来

的なビジョンとしては、次世代スマートグリッドに活用

できる技術開発を目指していきます」

基礎研究を蓄積する重要性

　工業技術院の基礎研究から始まり、いわゆる研究

開発の“死の谷”を乗り越えて実用化を成し遂げた

背景には、重要なポイントが2つあります。

　1つ目は、基礎研究の蓄積です。「大学は基礎研

究、産総研は橋渡しというように、画一的に役割分

担することはできません。事実、私達が約40年近

く続けてきたワイドギャップ半導体とそのパワエレ応

用研究において、工業技術院の基礎的な材料研究の

蓄積が極めて有効に働いています。それがあったか

らこそ、企業も産総研を信頼してくれたのだと思いま

す。もし基礎研究の蓄積がなければ、実用化への道

は拓けなかったでしょう」

　そう語る奥村は、実用化と並行して“基礎研究の

種まき”もしてきたと言います。「たとえば、ウェハ

の量産技術につながる基礎研究です。現在、SiC 粉

末からウェハを作る際、昇華法により高温下で結晶成

長させていますが、これをSiと同じ溶液法（チョク

ラルスキー法）を使ってできないか研究を進めてい

ます。溶液法では、低コスト化の可能性が高いうえ、

ドーピングがしやすい、結晶欠陥が極めて少ないなど

のメリットがあり、大きな期待が寄せられています。」

上流と下流をつなぐ技術の蓄積

　死の谷を乗り越えた2つ目のポイントは、上流から

下流まで日本発の技術を積み上げていったことです。

パワーエレクトロニクス研究は、材料から始まり、

ウェハ作成、ウェハ表面の薄膜成長、デバイス加工、

回路のモジュール化、機器への応用など何段階もの

積み重ねが必要となります。まず上流で安定したSiC

ウェハの供給がなされなければ、次の段階の素子開

巻頭特集
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発、システム開発へと進んでいくことはできません。

　「実は2000年代前半、日本にはSiC 薄膜成長

を事業化している企業がなかったため、デバイス開

発用に薄膜をつけたウェハをアメリカから購入してい

ました。その状況を脱するため、単結晶膜を堆積し

て結晶品質を良くするというエピタキシャル成長の優

れた技術を開発。LLP( 有限責任事業組合 )という新

しいしくみを活用して、SiCエピタキシャル成長の

サービスを提供するベンチャーを設立しました。その

後2007年に、この技術は昭和電工株式会社に技

術移転されて、現在の昭和電工のSiCエピタキシャ

ル成長ビジネスのもとになっています。」

　このエピタキシャル成長の技術は、2006年の世

界最小抵抗のパワーデバイス開発で大きな貢献の

あった産総研のオリジナル技術であり、その後の大

きな成果につながっています。

人材育成を活性化につなげる

　今後も産総研は、TIAパワエレ領域をオープンイノ

ベーションの拠点として、パワーエレクトロニクス技

術の実用化を牽引し続けたいと考えています。そこ

では人材育成も重要な役割の一つです。大学でパ

ワーエレクトロニクス分野の講座が減り続ける中、TIA

の活動の一環として筑波大学に企業の寄附講座と産

総研の連携講座によるパワーエレクトロニクスコース

を開講しました。大学ではウェハ、デバイス、回路、

モジュール、機器応用などの各技術は、材料工学、

電子工学、電気工学、システム工学などテリトリーが

異なります。「大学では隣のテリトリーには行きづら

い。そこをつなげるのが公的研究機関である産総研

の役割です。人材育成は、拠点の活性化、大学の活

性化につながります」

オープンイノベーションの拠点

　TIAパワエレ領域では拠点としての魅力を高める

ため、参画企業間で共通に使える技術のレシピ（処

方箋）を蓄積しています。これにより、共通基盤とな

る技術を、参画企業がR&D�のツールとして活用す

ることが可能となり、自社で開発するよりもスピー

ディに成果を得ることができます。

　「オープンイノベーションは、一緒に研究すること

によって資源、時間、マンパワーなどを節約するとい

うのが基本姿勢です。参画企業はTIAから成果を持

ち帰った後、自社で最終製品に仕上げて市場で勝負

することとなります。

　パワーエレクトロニクスは擦り合わせの技術のため、

一つのパーツだけ良くても最終製品が良くなるわけ

ではありません。そのため複数の企業が得意な技術

を持ち寄って最終製品を共同開発するケースもあり

ます。そのとき共同研究体としてのTPECはお見合

いの場となり、面白いマッチングが生まれる可能性を

秘めています。将来は参画企業の間で、自社で使っ

ていない知財を他社で使えるようにするなど、オープ

ンイノベーションのもとで知財の活用を図っていけれ

ばと考えています」

　海外に目を向けると、TIAパワエレ拠点やTPEC

ができた後、欧米でも似たようなパワエレ関連の開

発体制構築が始まっているとの情報があります。「パ

ワーエレクトロニクスの技術が成熟し、エネルギー制

御の効果が絶大であるとの認識が浸透してきたため

でしょう。エネルギー問題は世界が抱える共通かつ

喫緊の課題ですから、解決に向けて世界的な動きが

見られるのは当然のことかもしれません」

　パワーエレクトロニクス技術を活用し、新しい高性

能デバイスでどこまで電力ロスを減らし、省エネ効果

を上げられるか、どのようなシステム化を図れるか、

どのような新しい応用分野を開拓できるか、これから

先も挑戦は続きます。
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　研究実施体制の見直しにあたっては、産総研のも
つ技術的強み（コアコンピタンス）を伸ばし、その
技術をより多くの産業界が実用化に向け利活用でき
るようにわかりやすく集合化するため、以下の7つ
の領域（5領域・2総合センター）に再編しました。

情報と人間工学、材料と化学、そしてエレクトロニク
スと製造をそれぞれあわせて新たな領域とし、産総
研がもつ総合力を充分に発揮していくことで、持続
可能な社会の構築に向けた取り組みを強化していき
ます。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証研究実施体制の見直しと 7 つの領域

産総研とは

　産総研は、持続可能な社会の構築に向けて、地球
温暖化や少子高齢化を始めとした21世紀型課題の
解決に取り組んでいます。課題解決のためには、再
生可能エネルギーや省エネルギー技術を柱とするグ
リーン・イノベーションと、バイオテクノロジーや介
護ロボットの開発、創薬技術を柱とするライフ・イノ

　本年度は、新たに始まる産総研の第4期中長期目
標期間の初年度です。第4期の事業を開始するあた
り、目指すべき研究所として掲げた研究所像「社会
ニーズ、産業ニーズを踏まえた世界最高水準の研究
とその成果の“橋渡し”により、イノベーションの中
心となって持続可能な社会の実現に貢献し、社会か
ら信頼される研究所」に沿って、以下の基本方針に
基づいて第4期の事業に取り組みます。

● 社会ニーズ、 産業ニーズを踏まえた 
戦略的な課題設定

　技術マーケティング活動により、社会ニーズ、産
業ニーズを的確にとらえ、戦略的に研究課題を設定
し、そのための研究実施体制を機動的に編成、構築
します。

● 地域イノベーションの推進
　地域センターでは、地域の産業集積などの特徴を
踏まえて重点化研究テーマ（看板）を設定し、最高
水準の研究開発を行うとともに、公設試などと連携し
て地域の中小・中堅企業のニーズを把握して、オー
ル産総研による技術の「橋渡し」を行い、地域産業
の発展に貢献します。

ベーションの推進が必要不可欠です。そこで私たち
は、産総研が注力すべき研究として、「豊かで環境に
優しい社会を実現するグリーン・テクノロジー」と
「健康で安全な生活を実現するライフ・テクノロジー」
を二つのテーマとして掲げ、研究開発を進めてきまし
た。

● 国民から強い信頼を寄せられる研究組織へ
　企業や社会からの信頼を得る研究活動を持続的に
推進し、併せて研究成果の信頼性や業務の透明性を
確保するため、安全管理・業務管理体制を強化して、
リスク要因の把握と問題発生の未然防止を図り、業
務遂行におけるガバナンスの向上を図ります。

● 国内外の英知を結集したオープンイノ
ベーションの牽引

　国内外の大学や地域の公設試、および企業などの
多様かつ優れた技術シーズや人材を産総研内に積極
的に取り込み、産総研の研究ポテンシャルを高め、
わが国のイノベーションシステムの中心（ハブ）とな
ります。

● イノベーションを創出する人材の育成と
継承

　あらゆる職種・年代の人材が活躍できる人事制度
と、組織への貢献を適正に評価する仕組みの導入を
通じ、イノベーションを創出する人材を育成、継承し
ます。

産総研の第4期の研究開発
 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証はじめに

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証第 4 期の基本方針
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①エネルギー・環境領域
　エネルギー・環境領域では、世界的規模で拡大しているエネルギー・環境問題の解決に向けたグリーン・イノ
ベーションの推進のため�1）温室効果ガスの排出量削減を実現する再生可能エネルギーなどの新エネルギーの
導入を促進する技術�2）エネルギーを高密度で貯蔵する技術�3）省エネルギー社会を実現するためのエネル
ギーを効率的に変換・利用する技術�4）メタンハイドレートなどのエネルギー資源を有効利用する技術�5）産
業と環境が共生する社会の実現に向けて環境リスクを評価・低減する技術の開発を進めています。

③情報・人間工学領域
　情報・人間工学領域では、情報学と人間工学のインタラクションによる研究開発を行い、産業競争力の強化
と豊かで快適な社会の実現を目指し、�1）ビッグデータから価値を創造する人工知能技術�2）ひと・もの・サー
ビスから新たな価値を創造するクラウド技術と、安心してインターネットを利用するためのセキュリティ技術�3）
人間の生理・認知・運動機能などのヒューマンファクターを解明する、自動車の運転など人間活動の計測評価技
術�4）介護・生活支援・製造ラインなどさまざまな分野で利用されるロボットのための実用化技術と、環境変化
に強く自律的な作業を実現する基盤技術の開発を進めます。

②生命工学領域
　生命工学領域では、健康で安心して暮らせる健康長寿社会や環境負荷を抑えた持続可能な社会の実現を目指
したライフ・イノベーションとグリーン・イノベーションに貢献する最先端の基礎研究と応用研究を行っています。
具体的には�1）�短時間に低コストで成功率の高い創薬プロセスを実現するための創薬基盤技術�2）�健康状態を
簡便に測る技術や生体適合性の高い医療材料・医療機器などを開発するヘルスケア技術�3）�遺伝子組換え技術
を活用して微生物や植物の物質生産機能を高度化し、医薬原材料をはじめとする有用物質を効率的に生産する
ための生物機能活用技術を開発しています

④材料・化学領域
　材料・化学領域では、材料の研究と化学の研究の融合により、最終製品の競争力の源となる革新的部材・素
材の技術や成果の提供を目指しています。グリーンサスティナブルケミストリーと化学プロセスイノベーションの
推進、ナノカーボンをはじめとするナノ材料開発とその応用技術の開発、ものづくり技術を牽引する無機機能材
料や省エネルギー技術の確立に貢献する先進構造材の開発を推し進め、素材産業や化学産業に新たな付加価
値を創造する機会を提供します。

⑤エレクトロニクス・製造領域
　エレクトロニクス・製造領域では、IT�機器の大幅な省エネ化と高性能化の両立を可能とする世界トップクラス
の性能をもつデバイスを開発します。また省エネ、省資源、低コストでの産業活動を実現する革新的な製造技
術の開発を目指します。さらに、情報機器以外の「もの」がインターネットにつながる IoT（Inernet�of�
Things）社会の実現に向けて、「もの」から情報を得るための最先端センシング技術と革新的製造技術を結び
つけることで超高効率な生産システムを開発し、わが国の産業競争力強化に貢献します。

⑦計量標準総合センター
　長さ・時間・質量といった計測における標準（計量標準）の整備は、産総研の重要なミッションです。計量標
準総合センターでは、国際単位系（SI）の 7つの基本単位とそれらを組み合わせた数多くの組み立て量の標
準を開発・維持し社会に提供しています。また、計量標準に関連した計測技術の開発を進め、最先端のものづ
くりや社会の安心・安全を支える基盤整備に向けた取り組みも行っています。さらに、研究部門と計量標準普及
センターが有機的に連携し、計量標準の普及活動や法定計量業務の実施、人材の育成を効果的に進めていま
す。

⑥地質調査総合センター
　地質の知見は、過去から現在までの地球を知り、将来を予測するために必須の「時間軸をもつ情報」であり、
活発な地殻変動帯に位置するわが国では、安心・安全な社会構築のための重要な基盤情報です。地質調査総
合センターでは、地質に関する豊富な知見をもとに、地質災害の軽減や環境保全に関連するさまざまな問題を
解決するための技術開発を進めています。また、資源エネルギー施策立案や産業の持続的発展に役立てるため、
地下資源のポテンシャル評価や地圏環境の利用と保全調査を通じて資源やエネルギーを有効に利用し、地球に
優しい持続可能な社会の発展にも寄与しています。
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産総研とは

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 組織概要（2015 年 5 月 1 日現在）

材料・化学領域

構造材料研究部門
無機機能材料研究部門
ナノ材料研究部門
化学プロセス研究部門
機能化学研究部門 触媒化学融合研究センター

ナノチューブ実用化研究センター

計量標準総合センター

計量標準普及センター

物質計測標準研究部門
分析計測標準研究部門

物理計測標準研究部門
工学計測標準研究部門

エレクトロニクス・製造領域

フレキシブルエレクトロニクス研究センター
スピントロニクス研究センター

製造技術研究部門
電子光技術研究部門
ナノエレクトロニクス研究部門

先進コーティング技術研究センター
集積マイクロシステム研究センター

生命工学領域

生物プロセス研究部門
健康工学研究部門
バイオメディカル研究部門
創薬基盤研究部門 創薬分子プロファイリング研究センター

情報・人間工学領域
自動車ヒューマンファクター研究センター

知能システム研究部門
人間情報研究部門
情報技術研究部門

ロボットイノベーション研究センター
人工知能研究センター

エネルギー・環境領域

安全科学研究部門
環境管理研究部門
省エネルギー研究部門
電池技術研究部門
創エネルギー研究部門 太陽光発電研究センター

再生可能エネルギー研究センター
先進パワーエレクトロニクス研究センター

地質調査総合センター

地質情報基盤センター

活断層・火山研究部門

地質情報研究部門
地圏資源環境研究部門

コンプライアンス推進本部

評価部

監査室

監事理事長

理事会

経営戦略会議

人事委員会 研究戦略・イノベーション連携委員会

つくばイノベーションアリーナ推進センター

企画本部

イノベーション推進本部

環境安全本部

総務本部

東京本部

つくばセンター

福島再生可能エネルギー研究所

臨海副都心センター

北海道センター

東北センター

中部センター

関西センター

中国センター

四国センター

九州センター
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証人員（2015 年 3 月 1 日現在）

運営費交付金
62,441

施設整備費
補助金
33,490

資金提供型
共同研究収入
3,560

施設整備費
32,758

受託経費
14,425

鉱工業科学技術
研究開発関係費
46,485

間接経費
9,393

収入額
121,233
百万円

支出額
126,930
百万円

地質関係経費
5,269

計量関係経費
6,903技術指導及び成果の

普及関係経費
9,644

東日本大震災
復興業務経費
2,052

受託収入
16,377

計量関係収入
257

知的所有権収入
320 その他収入額

4,789

2014年度決算額（単位：百万円）

[ 注 1] 百万円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがある。
[ 注 2]  収入及び支出の額は、独立行政法人通則法第 38 条に規定する「決算報告書」の

決算額である。なお、支出の財源には過年度の繰越金が含まれるため、支出額が
当年度の収入額より多くなっている。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証収入・支出

男性 477人
69%

女性 206人
31%

男性 2,038人
91%

女性
200人

9%

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

683
6%

4,669(のべ人数)
42%

717
6%

2,238
20%

2,197
20%

242
2%

234
2%

41
1%

118
1%

事務系職員男女比

研究系職員男女比

合計   11,139人
うち役員   13人
国際制度 594人

職員：役員を含む

請負：SEおよび保守員

フェロー他：名誉フェロー、特別フェロー、最高顧問、特別顧問、研究顧問、研究参与

産学官制度：共同研究、技術研修、外来研究員制度、連携研究、
AISTベンチャー企業などによる受け入れ

■事務系職員

■事務系契約職員

■事務系派遣職員

■研究系職員

■研究系契約職員

■研究系派遣職員

■請負

■名誉フェロー ほか

■産学官制度（2014年度のべ人数）
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証コンプライアンスの推進

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証情報公開・個人情報保護

コンプライアンスに関する取り組み

情報公開

　産総研では、「独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律」（2002年 10月１日施行）に

基づき、研究所の諸活動の透明性を高め説明責任を

全うするように、ホームページなどを通じて情報公開

を積極的に進めています。

個人情報保護

　産総研では、「独立行政法人等の保有する個人情

報の保護に関する法律」（2005年４月１日施行）に

基づき、「個人情報保護方針」、「独立行政法人産業

技術総合研究所個人情報保護規程」を定め、研究所

の業務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権

利利益を保護しています。

　毎年「個人情報保護及び情報セキュリティに関す

るセルフチェック」を実施し、役職員が個人情報など

を含めた情報の適切な管理、情報セキュリティ遵守

への意識の向上に努めています。

情報公開　個人情報保護窓口

　情報公開法および個人情報保護法に基づく開示請

求については、つくばセンター、各地域センターの

窓口およびホームページ上で受け付けています

（ホームページ受付は情報公開のみ）。また、各窓口

では、開示請求や個人情報保護についての相談も受

け付けています。

年　　度 情報公開 個人情報

2011 3件 0件

2012 6件 3件

2013 6件 0件

2014 9件 2件

情報公開および個人情報の年度別開示等請求件数

　コンプライアンス推進本部は、研究所のコンプラ

イアンス推進に関する取り組みの実施、研究ミスコ

ンダクトへの対応などを行っています。

●コンプライアンスの推進活動
　産総研では、研究所のコンプライアンス推進に関

する以下の取り組みを実施しています。

①��新規採用職員や契約職員に対してコンプライアン

スに関する基礎知識の理解を目的とした研修を実

施し、また、グループ長などを対象にコンプライア

ンスに関する知識の再確認・管理意識の徹底を目

的とした研修を実施しました。

②�コンプライアンス推進活動の一環として、身近な

事例をもとに、コンプライアンスに関する理解をよ

り深めるため、啓発資料「コンプラ便り」を作成し、

所内に５通発信しました。

●研究ミスコンダクトへの対応
　産総研では、研究者行動規範を策定し、科学技術

に携わる者が等しく認識すべき共通倫理について職

員に周知しています。２０１５年４月に同規範を改訂し、

新たに共著者の責任などを追記しました。また、研

究ノートに関する規程類を新たに策定し、上司による

定期的な研究ノートの確認・指導をルール化しました。

さらに、e-ラーニングなどによる研究者倫理研修の充

実にも取り組むとともに、論文原稿と先行論文の文

書類似度を判定するツールを導入し研究職員に提供

しています。

　これらの取り組みにもかかわらず不幸にして研究ミ

スコンダクトが発生した場合には、研究ミスコンダク

ト規程などに従い厳正に対応します。

産総研における研究ミスコンダクトへの対応

●研究者行動規範の整備

●研究倫理研修の充実

●研究ノート・記録の管理

●文書類似度判定ツールの活用

予防措置 発生時の対応

●研究ミスコンダクト規程の整備
　予備、本調査実施組織の設置など
　を規定
●コンプライアンス推進本部長
　（理事長）による措置

研究者倫理統括者（理事）
（研究記録統括責任者を兼務）

理事長
（コンプライアンス推進本部長を兼務）
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証研究ノート

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証内部監査

　2014年 8月以降、「研究活動における不正行為

への対応に関するガイドライン」が、文部科学省や

経済産業省において定められました。研究論文の捏

造、改ざん、盗用を防止し、研究者の権利を保護す

るために、特に研究記録を残すこと、記録を個人任

せにしないで組織で管理することの重要性が認識さ

れました。産総研では、知的財産権保全、研究ト

レーサビリティ確保、研究不正防止の観点から研究

ノートの記録が義務づけられていましたが、一層の実

効性を求めて、以下の改革を実行することにしました。

①研究ノートは、研究所の重要な情報資産であり、

法人文書として長期保管管理する、②紙だけでなく

電子的媒体、具体的にはPDFファイルによる記録を

可能にする、③グループ長などが定期的に研究記録

の記載内容を検認するなどです。そのために研究

ノートの台帳を研究所で一括管理していきます。ただ

　産総研では、監査室を理事長直属の独立した組織

として位置づけ、監事及び会計監査人と連携しなが

ら、①業務の有効性及び効率性、②事業活動に係る

法令等の遵守、③資産の保全、④財務報告書等の信

頼性の実現のため、各業務が適正かつ効率的に機能

しているかモニタリングし、その結果を踏まえて、業

務の改善提言等を行っています。なお、内部監査は、

業務上の問題を発見し指摘（指摘型）するのではな

く、発見した問題について十分な議論による相互理

解に基づく最も有効な改善策を助言（課題解決型）

することにより、監査対象部署に対して支援を行うも

のです。

し、研究ノートに記載しきれない研究一次情報につい

ては、これまでどおり、研究ユニットあるいは研究者

の個人的管理に委ねます。

　研究者などの責務、研究記録の作成、管理・保管、

開示の考え方などを定めた規程の制定にむけて検討

を行いました。新たな研究記録制度を2015年４月

より開始しました。

　2014年度は、監査の必要性の高い特定のテー

マとして、研究環境の阻害要因に関し監査対象部署

と意見交換を行い、その内容を踏まえ、今後の組織

運営の参考となる情報を提供しました。

　また、研究ユニット単位で業務全般について包括

的な監査を実施し、概ね適正に執行されていること

を確認しました。一部、当該業務の合規性、有効性

及び効率性の観点から抽出した課題等については、

監査対象部署に対して、速やかに改善するよう指導・

提言を行い、併せて、過年度の内部監査における改

善提言に対する改善状況のフォローアップ監査も行

い、適宜改善されているところです。

産総研で使用している研究ノート

産総研における監査の連携

内部監査 監事監査 会計監査人
監査

監査範囲 ○業務監査
○会計監査

○業務監査
○会計監査

○会計監査

監査の観点

○業務全般
○リスク管理、内部統制の整備及び
　運用状況の適正性
○業務効率化

○業務運営状況の適正性
○財務諸表等の適正性

○財務諸表等の適正性

連携 連携
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単層カーボンナノチューブによる新産業創出へ
　カーボンナノチューブ（CNT）は、軽さ、強度、柔軟性、
耐食性、耐熱性、熱伝導性など数々の優れた物理的特性を兼
ね備え、幅広い応用範囲が見込まれる新素材です。産総研で
は、単層 CNT の画期的な合成技術「スーパーグロース法」
を開発。日本ゼオン株式会社と共同で量産化と実用化に成功
し、日本発の CNT 産業創出が期待されています。

合成効率1000倍、量産化に挑む

　単層CNTは幅広い分野での応用が期待されなが

ら、合成効率、不純物、コストなどの問題で実用化

に至っていませんでした。そうした課題を同時に克服

したのがスーパーグロース法です。

　開発リーダーの畠�賢治は、ハーバード大学でのポ

スドク時代に、CVD法（化学気相成長法）による世

界トップレベルのCNT合成スキルを修得しました。

産総研に入所した翌年の2004年に、CVD法を改

良したスーパーグロース法の開発に早くも成功、単

層CNTの合成効率を一気に1000倍にまで向上さ

せました。

　「この合成法のポイントは、極微量の水分を添加し

たことです。単層CNTの合成効率が悪いのは、触

媒が炭素に覆われて働けなくなるためでした。そこで、

炭素源（エチレン）と覆われた炭素を除去する酸素源

（水）を別々に加えれば、触媒の活性を保てると考え

ました。アイディア自体は非常に簡単です」

　スーパーグロース法は米国科学誌『サイエンス』

に掲載されました。畠はその翌月には、量産化に挑

むことを決意したといいます。「スーパーグロース法

を連続化してスケールアップすると、その当時世界

中の生産量を足したよりも多くの量を１台の合成装置

で作れると予測できたことが決め手の一つです。もう

一つは、スーパーグロース法で作った単層CNTに

は、非常に長い、比表面積が広い、純度が極めて高

いという既存のどんな材料よりも優れた3つの特長

があります。こうした特長がなかったら、実用化に踏

み出さなかったでしょう」

量産化と用途開発の両方に成功

　実用化は、どのように進められていったのでしょう。

まず、当時の上司であった首席研究員湯村守雄の尽

力により「カーボンナノチューブキャパシタ開発プロ

ジェクト」（NEDO、2006～ 2011年）が立ち上

がり、大量合成技術を開発するための資金を獲得し

ました。

　また、2006年に日本ゼオン株式会社との共同研

究が決定。大面積合成、連続合成、触媒塗布、基

盤の再利用など、量産システムに必要な技術要素を

一から作り上げていきました。特に実用化に向けてコ

ストダウンは最重要課題でした。この共同研究が実り、

2015年 12月には日本ゼオンの工場が完成し、い

よいよ量産化が始まります。それでも「これまでの

10年間はウォーミングアップ、工場完成はマラソン

のスタートラインに立ったようなもの」と畠は言いま

す。今後もさらなる性能向上とコストダウンの研究は

続きます。

　さらに、同プロジェクトにはスーパーキャパシタ開

発がテーマに盛り込まれました。「当初はわかってい

ませんでしたが、実はスーパーグロース法の単層

CNTは理想的なキャパシタ電極になります。2016

年には日本ケミコン株式会社から製品化され上市さ

れる予定です」

　この国家プロジェクトは、量産化と用途開発の両方

を同時に成功させた貴重な事例となりました。

ナノチューブ実用化研究センター　研究センター長

畠　賢治（はた　けんじ）

研究特集：産総研の橋渡し研究
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実用化を成功に導く企業の力

　死の谷を越え、実用化を成功させるまでの道のり

を語る中で、「すべての面で幸運に恵まれました。私

は水を入れただけで（＝スーパーグロース法開発時

の水分添加）、ほかに何もしていません」と畠は振り

返ります。その言葉には、実用化研究で重責を担う

企業への期待がこもっています。

　「企業にとって、新しい技術を実用化し、製品化に

結びつけることは本当に困難なチャレンジです。それ

は、一つの技術を開発するより何倍も大変と実感し

ます。よほど強力なリーダーシップと実力を兼ね備え、

なおかつ経営陣の一人でなければ決断できません。

今回パートナーとなった日本ゼオンの荒川公平さん

（特別経営技監）は、これまでに何度も大きな事業を

立ち上げた経験があり、実用化を成功させる実力の

持ち主です」

　「実は、日本ゼオンはこれまでCNTを扱ったこと

がないそうです。これまでCNTを扱っている企業は、

積み重ねてきた技術を捨ててスーパーグロース法に

乗り換える勇気を持てないのかも知れません」と畠

は言います。「アメリカでNIH（Not� Invented�

Here.＝ここで発明したものではない）という言葉が

よく使われますが、自社の技術に固執していると、新

しい技術の価値が見えなくなってしまうことがあるの

です」

CNT 産業創出に向けた拠点づくり

　2015年 4月には、「ナノチューブ実用化研究セ

ンター」が発足。産総研の歴史で初となる「実用

化」を用いたユニット名は、畠が自ら命名しました。

「分散・成形加工・塗布・紡糸・微細加工技術、安全

性の評価技術、製品中のCNT評価技術など、用途

開発の共通基盤となる技術開発を重視しています。

産総研が担うべきは“支援”であり、企業や研究者

の皆さんに“お仕えする”のが当研究センターの役

割です」

　新たな拠点づくりも着々と進んでいます。一つは

ナノカーボン実用化推進研究会で、2年前に活動をス

タートしました。これはCNTの用途開発をする企業

が一堂に会する、日本で唯一の場です。

　もう一つは、研究センターの枠を超えて産総研内

のCNT研究者が集結し、定期的に最新の研究状況

を話し合う場づくりです。「産総研には、素材開発、

用途開発、評価技術、安全技術などあらゆる分野の

研究者がそろっています。みんなが集まることでそれ

ぞれの研究が活きる。集まることに意味があります」

　この2つの拠点を足場として日本発のCNT産業

創出を目指します。
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研究特集：産総研の橋渡し研究

世界を席巻したスピントロニクスの新型素子

次世代デバイスの開発に挑む

　スピントロニクスは、電子工学と磁気工学が融合し

た比較的新しい分野です。電子工学には半導体、磁

気工学には磁気記録というITを支える主要な技術が

あり、二つの工学を融合したスピントロニクスは、IT

社会の発展に欠かせないキーテクノロジーといえます。

　この新しい技術を使えば、電荷と電子スピン（磁

気）の両方を取り入れて次世代デバイスを作ること

ができます。そこで重要となるのが、スピンを使って

電気を制御する技術で、指標となる磁気抵抗効果が

高いほど、高性能で省電力のデバイスが実現します。

1988年にはフェール（仏）とグリュンベルク（独）

が性能を一気に10倍上げる巨大磁気抵抗（GMR）

効果を発見し（2007年ノーベル物理学賞受賞）、

1995年には宮崎照宣教授（東北大学）が性能をさ

らに数倍上げるトンネル磁気抵抗（TMR）効果を室

温で実現しました。産総研スピントロニクス研究セン

ター長の湯浅�新治は、その性能をまたさらに10倍

上げようと挑んだのです。

　「性能を一桁上げるとなると小手先の技術改良では

到底無理で、新技術の掘り起こしが必要です。そこ

で、鍵を握る絶縁体の材料を酸化アルミニウム

（AlO）から酸化マグネシウム（MgO）に変えて研

究を進めました」

MgO単結晶で世界最高性能に到達

　基礎研究でのブレークスルーのきっかけは、製膜

装置の開発にあったと湯浅は言います。

　「絶縁体にMgOを使えば大きなTMR効果が出る

という理論が発表され、世界中の研究者が実験をし

たのですが、うまくいきませんでした。そうした中、

私が成功に至る転機となったのは2002年、科学技

術振興機構（JST）の基礎研究援助プログラム『さ

きがけ』に採択されて研究資金を獲得したことです。

最初の1年間は製膜装置づくりに費やし、何も成果

　産総研はスピントロニクス分野のトップランナーとして、世
界が驚く成果を送り出しています。 新型トンネル磁気抵抗

（TMR）素子を開発し、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）用磁
気ヘッドに応用することにより、ハードディスクの飛躍的な大容
量化や省電力化を実現しました。次世代 IT 機器のさらなる性
能アップはもちろん、夢の待機電力ゼロにも期待が寄せられて
います。

スピントロニクス研究センター　研究センター長

湯浅　新治（ゆあさ　しんじ）

2003年に初めて酸化マグネシウムの薄膜を製造した実験装置
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を発表できませんでした。それが非常に悔しくて、

発奮して休み返上で取り組んだところ、2003年末に

装置が完成し、いきなり当時の世界最高の磁気抵抗

比を出すことができたのです」

　真空の質を高めた装置を使い、単結晶にした

MgOを堆積させることでブレークスルーに成功。磁

気抵抗比は目標通り一桁向上し、その性能は現在ま

でに理論限界に近い域にまで到達しています。

　2004年、英国科学誌『ネイチャーマテリアル

ズ』に論文が掲載されましたが、実は同じ号に、IBM

社のパーキン氏が投稿したほぼ同じ内容の論文が同

時掲載されたそうです。基礎研究の成果はいわば

“同着”だったわけです。しかしその後の実用化研究

では、湯浅が先行しました。

装置メーカーと連携し一気に量産化

　「新型TMRを応用したHDD用磁気ヘッド量産技

術の開発に向けて、5年10年は死の谷で苦労する

覚悟をしていましたが、半年で乗り越えてしまいまし

た。それは、装置メーカーのキヤノンアネルバ株式

会社との共同研究がうまくいき、さらにブレークス

ルーにつながる技術的な幸運が重なったためです。

まず、MgOと組み合わせる合金の磁性材料を探して

いるとき、たまたま装置の中に入っていた材料を試し

てみましたところ、偶然にもうまくいきました。しか

も、安い材料で効率よく作れるため、コスト面もクリ

ア。さらに、すでに工場に入っている同社の装置を

ほぼそのまま使って生産することができる、それで�

一気に量産化が実現したのです」

　この技術を使った磁気ヘッドを発表すると世界中の

HDDドライブメーカーが採用。現在も製品（低消費

電力のHDD磁気ヘッド）、製造装置ともに世界シェ

ア100％を誇ります。同時に、基礎研究の成果から

スタートした一連の研究は、スピントロニクス技術と

応用分野の発展にも大きく貢献することとなりました。

究極のエコIT機器を目指す

　現在は、電源を切っても記憶が消えない不揮発性

メモリ（MRAM）の量産化に向けて、株式会社東芝

と共同研究（NEDOプロジェクト）が進行中です。

「量産技術開発は、工場に近い段階になると私たち

は役目を終えることになります。いまは徐々に新しい

ソリューションを探す方に軸足を移し、メモリ、情報

通信、レーダー応用など、裾野を広げつつあるとこ

ろです」

　スピントロニクスは新しい分野だからこそ研究の自

由度が大きく、新材料も新原理も取り入れやすいた

め、研究の種は尽きないとのこと。今後の目標は、

無充電で長期間使える究極のエコ IT 機器の実現だと

いいます。「一つの夢は、たとえば1カ月に1回充

電すれば済むモバイル IT 機器を作ること。便利で省

エネなのはもちろん、大規模災害時に停電しても確

実に情報にアクセスできるようになるでしょう。その

ために抜本的に技術を見直して、消費電力の少ない

メモリの開発を目指します」

　第2、第3の成功事例を生み出していくには何が

重要か尋ねました。「産総研で基礎研究のブレークス

ルーを作り続けることが重要です。大学など他所の基

礎研究の成果を借りて橋渡しするだけでは報われませ

ん。自分が発見した成果であればこそ、死の谷を渡

る橋渡しも高いモチベーションで取り組めるのです」

　湯浅は、いつも若い研究者たちに次のような言葉

をかけています。「自分で良い基礎研究の成果を出し

たら、それを投げ出さないで産業界に渡し切るところ

までやりなさい。そうすると元の発見の価値が5倍

にも10倍にもなります」

TMR薄膜の量産用装置
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研究特集：産総研の橋渡し研究

常温でセラミックス膜を作る革新的技術

吹き付けるだけ－常識を覆す成膜法

　一般にセラミックス材料は1000�℃以上で焼き固

めて使われます。そのとき焼き縮みが生じることや、

融点が低い金属、ガラス、プラスチックなどと複合化

できないことが弱点でした。そうした課題を克服した

のが、従来の常識を覆すAD法です。開発者の先進

コーティング技術研究センター長の明渡�純がこの研

究に着手したのは、20年以上も前のことです。

　「高温にした粒子を吹き付けて膜を作る“溶射法”

に近い方法で、基盤上で粒子を焼結させる実験をし

ていたのですが、ある時、加熱した部分の膜はすぐ

剥がれてしまうのに、周りの加熱していない部分の汚

れカスは引っ掻いても削れないことに気付きました。

それがきっかけで、常温でセラミックス粒子を吹き付

けて基盤に衝突させただけで膜ができる“常温衝撃

固化現象”を発見し、これをコーティング技術として

応用することに成功したのです」

　「ブレークスルーのポイントは、衝突による温度上

昇の可能性より粒子そのものの機械的な破壊特性が

変わるのではないかと考えたことです。調べていくと、

セラミックス粒子の中に、常温で金属のようにグニャ

リとつぶれる性質をもつ粒子があることを突き止めま

した。つぶれた瞬間に化学反応が起きて強固に結合

するため、AD法に適した性質の粒子をいかに作るか

が鍵となります」

AD法が世界の半導体製造を支える

　明渡は1994年に常温衝撃固化現象を発見し、

1997年頃から学会などで発表しました。いち早く

反応したのは、学術界よりも産業界の方だったと言い

ます。1999年にTOTO株式会社と共同研究がス

タート。2002年からは産総研を中心に企業6社、

大学4校が参加する大型の国家プロジェクト「ナノ

レベル電子セラミックス材料低温成形・集積化技術」

を展開しました。そして一連の取り組みから、2007

年に大きな成果が生まれたのです。

　「TOTOが半導体製造装置にAD法を使ったコー

ティング部品を組み込むことに成功しました。IT 端末

の小型化・多機能化が進むにつれ、半導体デバイス

回路の線幅が細くなり、従来は問題にならなかった

加工中の小さなゴミの発生が、回路パターンの形成

に妨げになってしまうという障害が発生していました。

しかし半導体製造装置の内壁をAD法により常温で

緻密なセラミックスがコーティングできれば、装置内

の表面にプラズマが当たってもゴミが出なくなるので

す。いまやTOTOのこの半導体製造装置用部品は、

大きく世界シェアを伸ばしており、もしこのAD法で

セラミックコーティングされた部品がなければ世界の

半導体の供給に大きな支障が出るような状況になっ

　傷、汚れ、熱、電流などから精密部品などを保護するセラ
ミックス膜は、私たちの目に見えないところで生活や産業を支
えています。産総研は、常温でセラミックスをコーティングで
きる世界初の技術「エアロゾルデポジション法（AD 法）」を
開発、半導体部材での実用化につなげ、世界の半導体産業の
発展に大きく貢献しています。

先進コーティング技術研究センター　研究センター長

明渡　純（あけど　じゅん）
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ています」

　AD法と時代のニーズがマッチしたいま、この技術

の世界シェアは今後も伸び続けると明渡は見ています。

想定外の分野まで広がる用途開発

　その後も企業から産総研へのアプローチは増え、

さまざまな産業分野の企業がAD法によるコーティ

ング技術の用途開発に乗り出しています。その背景

には2つの要因があります。一つは常温衝撃固化現

象のメカニズム解明が進み、量産化に向けた研究開

発がしやすくなったこと。もう一つは、透明なセラ

ミックス膜の形成が実現できたことや、ロール to

ロール方式での製造が可能となるなど、AD法の技術

が進歩していることです。

　「コーティングはものづくりの基盤技術の一つです

から、多くの分野でAD法を取り入れることができま

す。セラミックスを常温で加工できると、コーティン

グ可能な材料の幅が広がり、最終製品の機能まで上

げられる可能性があります。そのため幅広い分野の

企業が集まり、当初は想定していなかった用途開発

も盛んに行われています」

　具体的には、全固体リチウムイオン電池（トヨタ自

動車株式会社と共同研究）、フィルムタイプ色素増感

太陽電池（積水化学工業株式会社と共同研究）、燃

料電池などエネルギー分野をはじめ、パワーエレクト

ロニクス分野、電子部品や磁性デバイス、産業用

ローラーなどの製造分野、光学分野、自動車関連分

野、義歯やインプラントなどの医療分野まで、用途

開発の裾野が広がっています。

　「低コスト化が実現できれば、将来は塗装に近い使

い方ができるのではないかと夢を描いています。跳

ね石が当たっても傷つかない自動車をはじめ、身近

なところでさまざまなメリットが得られるでしょう」

サイエンス・エンジニアリング・ビジネスに橋を架ける

　AD法を用いて商品化・事業化の手前まで進んで

いる例も複数あり、TOTOに続く成功を実現すべく共

同研究が進められています。

　「サイエンスとエンジニアリングの間には大きな

ギャップがあります。エンジニアリング（＝企業側）

は、製品を開発し、それをユーザーに適切に使用し

てもらうためのサポートやサービスも提供しなければ

なりません。新しい技術の導入はリスクと隣り合わせ

であり、ビジネスとして成功する、しないも含めて、

そこに“死の谷”があるといえます。サイエンスとエ

ンジニアリングが互いに歩み寄らなければ、谷に橋を

架けることはできません。

　TOTOの場合、産総研にとって良いパートナーで

した。付き合い始めたころはこの技術の可能性に半

信半疑だったと思いますが、最終的にこの技術を信

頼し、10年間にわたって人材と資金を投入してくださ

いました。橋渡しを成功させるためには、確固とした

相互の信頼関係が絶対に必要です」

　2015年、産総研のコーティング技術を産業界に

橋渡しすることをミッションとした先進コーティング技

術研究センターが設立されました。技術を実用化す

るだけでなく、その製品が事業として安定した利益を

生み、企業の競争力を高め、雇用拡大にも寄与する

ような橋渡しを成し遂げるため、企業と連携しやすい

環境づくりが進められていきます。

Ｌｉイオン電池材料を常温成膜するエアロゾルデポジション（ＡＤ）装置
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オープンイノベーション

　福島再生可能エネルギー研究所（Fukushima�

Renewable�Energy�Institute,�AIST:�FREA）は、

2014年 4月に福島県郡山市に開所し、今年度�

一周年を迎えました。FREAは再生可能エネルギー

の国際的研究開発と新産業集積を通じた復興への貢

献を目標に掲げ、産総研や国内外の連携企業、大学、

研究機関を合わせて300名を超える陣容で再生可

能エネルギー技術の研究開発に取り組んでいます。

FREAで研究開発を担う再生可能エネルギー研究セ

ンター（Renewable�Energy�Research�Center�:�

RENRC）は、太陽光、風力エネルギー、水素キャ

リア、地熱、地中熱、エネルギーネットワークの６つ

の研究チームから構成されており、再生可能エネル

ギー大量導入のための中核的要素技術やそれらを統

合する新システム技術の開発に取り組んでいます。

　2014年度は、薄型結晶シリコン太陽電池モ

ジュール製造技術でFREA標準セル作製プロセスを

確立（写真）、水素キャリア製造・利用技術ではMCH

（メチルシクロヘキサン）を用いた次世代コジェネエ

ンジンで燃料中の水素の割合を60％まで向上（図

１）、エネルギーネットワークでは蓄電池や水素によ

る貯蔵やパワーエレクトロニクス、ICT技術によって再

生可能エネルギーを最大限利用するシステム統合技

術の開発（図２）、地熱技術では地熱井への加圧注

水シミュレータの開発、地中熱技術では東北地域に

おける地中熱ポテンシャルマップの作成開始、風力

発電技術ではナセル搭載 LIDARによる発電効率向

上と衛星リモートセンシングなどによるアセスメント技

術の高度化、などに研究成果を挙げています。

　今後さらに、再生可能エネルギーの世界的なイノ

ベーションハブとして、国内外研究機関との連携に

よって福島発の革新的な再生可能エネルギー技術を

発信し、復興に貢献していきます。

図2�FREAのエネルギーネットワークシステム

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証福島再生可能エネルギー研究所の成果

結晶シリコン薄型セル (厚さ0.1�mm)

図１�MCHを用いた次世代コジェネエンジン燃料中の水素割合
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　デバイス市場は大量生産が主流です。ところが、

生産の大規模化が進みすぎて、最近では少量品の製

造には適さなくなって非常に高価格になっています。

数十万個クラス以下の少量生産は、実は、全市場の

5割すなわち15兆円で、市場の主要部分を構成し

ていることがわかっています。産総研では、半導体

集積回路を製造するための大規模な工場生産 (メガ

ファブ )から設備投資を大幅に縮小し、この数十万個

以下の少量生産に対応する、新しい半導体システム

の姿～ミニマルファブモデルを提案しています。この

システムでは、研究開発と生産を同じシステムで行う

ことができます。この新しい産業として最初に現れる

実用未来生産システムでは、１ラインの投資額は従

来のメガファブと比べ数千分の１の、およそ５億円程

度になります。このシステムは、(1) ハーフインチ径

ウェハ、(2) 装置サイズ30�cm幅、(3) 局所クリー

ン化生産システムによるクリーンルームレス、という�

３つの特長があります。超小型のため、トランジスタ

生産の１プロセス当たりの電力量は、メガファブの

300�mmΦウェハの3,600円 (5.2 円 /cm2) で

あったものが、ウェハ当たりわずか1円で済んでしま

います。この新たな生産システムを創造するための

包括的な組織、産総研コンソーシアム�ファブシステ

ム研究会を2010年 1月に設置し、現在100社、

9大学、3特許事務所、5公的機関と開発を進めて

います。

　すでに上記基本仕様を備えたミニマル装置の開発

が進み、トランジスタをクリーンルーム無しで試作で

きるようになっています。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証ミニマルファブ

メガファブとミニマルファブの比較

産総研のミニマル装置群
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　産総研は、産業活動において利用される技術に関

し、研究者・研究費・設備などを出しあって共同で研

究開発を実施する技術研究組合（以下、「組合」）の

一組合員となり、計画立案から研究実施、成果の活

用にいたるまで、組合事業に貢献しています。

　特に、産総研の「人」や「場」を組合事業に活用

することで、組合事業を通じて異なる組織や人やそ

の知が交流する協創場として機能し、オープンイノ

ベーションの推進に貢献することを目指しています。

　産総研の「人」は、研究員をはじめ、プロジェクト

リーダー、役員などとして組合に参加しています。ま

た、産総研の施設・設備などを組合に参画している

産業界や大学の研究者が集中的に研究を実施する

「場」として、提供しています。

◦  技術研究組合への参画実績 (2014 年度 )
◦ ��25組合に参画

◦��産総研にて集中研究を実施

　　������������ （表中のＡ、16組合）

◦��プロジェクトリーダーを産総研の研究者が務め、�

プロジェクト全体のマネジメントを担当

　　�������������� （同B、9組合）

◦��役員に産総研の役職員が就任� （同C、19組合）

◦��組合員企業からの出向研究員に対する技術指導・

支援、装置使用のノウハウなどを提供

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証技術研究組合への参画

技術研究組合名
1 太陽光発電技術研究組合（PVTEC） A B C

2 技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研究センタ－（LIBTEC） A C

3 技術研究組合 FC-Cubic（FC-Cubic） A C

4 技術研究組合次世代レーザー加工技術研究所（ALPROT） A C

5 技術研究組合次世代パワ－エレクトロニクス研究開発機構（FUPET） A B C

6 技術研究組合単層CNT融合新材料研究開発機構（TASC） A B C

7 エピゲノム技術研究組合�(EPiRA)

8 基準認証イノベーション技術研究組合（IS-INOTEK） C

9 幹細胞評価基盤技術研究組合�（SCETRA) C

10 技術研究組合　光電子融合基盤技術研究所（PETRA） A C

11 次世代化学材料評価技術研究組合 (CEREBA) A C

12 次世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合（JAPERA） A C

13 次世代天然物化学技術研究組合 A C

14 技術研究組合NMEMS技術研究機構（NMEMS） A B C

15 技術研究組合制御システムセキュリティセンター（CSSC） A C

16 ファインセラミックス技術研究組合（FCRA) A B

17 ミニマルファブ技術研究組合 A B C

18 高機能遺伝子デザイン技術研究組合（TRAHED) A

19 高効率モーター用磁性材料技術研究組合（MagHEM） A B C

20 技術研究組合国際廃炉研究開発機構（IRID） C

21 次世代バイオ医薬品製造技術研究組合（MAB）

22 未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合（TherMAT） B C

23 新構造材料技術研究組合（ISMA）

24 自動車用内燃機関技術研究組合 (AICE)

25 技術研究組合次世代3D積層造形技術総合開発機構（TRAFAM） B C

産総研が参画する技術研究組合一覧 (2014 年度 )

オープンイノベーション
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　産総研は共同研究の実施、技術研究組合への参画、

客員研究員の招聘などを通して研究員の受け入れを

推進しています。それと併せて、受託研究、技術研

修、技術相談、依頼試験、研究試料提供なども実施

し、企業などの研究開発や製品開発に貢献していま

す。

外部研究員の積極的な受け入れ実績

●共同研究での外部研究員の受け入れ
2014 年度実績：2,018 名

　産総研にある最先端の設備・機器などを利用して

共同研究を効果的に実施するために、共同研究の相

手機関から研究員を積極的に受け入れています。

●人材移籍型共同研究の実施
2014 年度実績：4 名（産総研への移籍） 

　共同研究の相手機関の研究員が産総研に移籍し

（相手機関は人件費相当額を研究資金として負担）、

産総研の研究インフラと研究人材をフルに活用して、

共同研究の深化と双方の研究開発の加速を図ってい

ます。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証産学官連携の場を提供し、研究員の受け入れを推進

●外部研究員の活躍例
　産総研研究者と外部研究員が協力して様々な
研究に取り組んでいます。
　◦ ��AIST-CNRSロボット工学研究ラボにおい

て、フランスの研究機関の研究者と協力し
ながら、ロボットの自律性・双方向性を高め
る研究を実施。

　◦��震災被害が大きかった福島県、宮城県、岩
手県に所在する企業がもつ再生可能エネル
ギーに関する技術シーズに対し、事業化を
支援する共同研究を実施

共同研究・受託研究などの実績

　共同研究は、企業、大学や公設試験研究機関など

と産総研が、共通の目的、目標のもとに協力しなが

ら研究開発を行う制度です。単独研究では生み出せ

ない新たな成果の創出を目指します。受託研究は、

企業などから委託された研究を産総研が実施する制

度です。自社に無い技術を必要とする研究について

も、産総研の研究ポテンシャルを活用して進めること

ができます。
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証国際標準化の推進

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証国際的プレゼンスの向上

　産総研では、研究開発成果を活かして標準化活動

に取り組んでいます。ＩＳＯ（国際標準化機構）やＩＥＣ

（国際電気標準会議）などの国際標準化委員会など

において、産総研職員から議長など役職者として48

名、エキスパート258名が参加し、活躍しています。

　2014年度には、「子供用衣料に附属するひもの

要求事項」や「電気出力を持った静電容量型隔膜真

空計の仕様、校正及び校正不確かさの表示方法」な

ど、国内・国際計24件の標準提案を行いました。

　また、標準化や認証の重要性と課題を企業や行政

などの関係者と共有し、取り組みの強化を図ることを

目指して、2011年から毎年国際標準推進戦略シン

ポジウムを開催しております。2014年度はＩＥＣ東京

大会の併催イベントとして、シンポジウム「イノベー

ションで市場を拓くための国際標準化」を開催しまし

た。

　産総研は、海外の研究機関との連携強化および、

組織的な人材交流を通して、国際的プレゼンスを高

めています。海外研究機関との連携強化の一環とし

て、２０１４年１０月に第３回世界研究機関長会議を理

化学研究所と共同で開催しました。この会議は、世

界を代表する研究機関の長が一同に会し、科学技術

の将来、各研究機関の役割、研究機関同士の連携に

ついて討議することを目的としています。今回は、

世界１２カ国から１５研究機関の代表者が集まり、産

総研からは理事長の中鉢良治が出席し、「研究系人

材育成と機関間連携」をテーマに活発な議論が行わ

れました。
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議長などの役職者
エキスパート活動実施者

第３回世界研究機関長会議（2014年 10月）

オープンイノベーション
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　産総研は、世界の３０機関と包括研究協力覚書を

締結し、国際研究ネットワークの構築を進めています。

また、それらの覚書に基づき、海外研究機関との間

で共同研究、人材交流を実施し、地球規模の課題の

解決を目指しています。２０１５年４月には、タイ科学

技術研究所（TISTR）およびタイ国立科学技術開発

庁（NSTDA）との合同ワークショップを開催しまし

た。このワークショップでは従来のエネルギー分野な

どの連携強化だけでなくバイオテクノロジーや環境リ

スク評価など新たな研究分野での連携創出を目指し

て、研究発表や意見交換が行われました。また、同

年６月には、５回目となる産総研－台湾・工業技術研

究院（ITRI）ジョイント・シンポジウムを開催しました。

このシンポジウムでは、熱電変換材料、太陽光発電

などの研究分野で連携が確実に進んでいるとの認識

が共有されるとともに、先進製造分野などでの新し

い連携に向けて話し合いが行われました。

ブルックヘブン国立研究所 (BNL)

AIST-NSTDA-TISTR合同ワークショップ（2015年 4月）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証地球規模の課題の解決に向けた国際連携の強化

研究協力覚書の締結機関一覧
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証外国人研究者の受入

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証技術移転への取り組み

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証技術相談

　世界各国の大学、研究機関などから外国人研究者

を積極的に受け入れ、海外研究機関との連携強化と、

研究人材の国際ネットワークの構築に取り組んでいま

す。２０１４年度に産総研で研究活動に従事した外国

人研究者は合計５９４名でした。

　地域別ではアジアからの研究者が７割を占めており、

次いで多いのは欧州でした。今後も各国研究機関と

の人材交流を通じた密接な連携を進めてまいります。

　技術相談は、産総研が蓄積してきた研究成果を基

に、企業、大学、公設試験研究機関などからの相談

を受ける制度です。技術相談を受けた際、産業技術

指導員とイノベーションコーディネータおよび研究員

が協力して対応します。

大企業 中小企業 教育機関 公的機関
出版放送マスコミ 個人 外国 その他

（件）

2010 年度 2011年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度
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技術相談の実績

　産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済および産業の発展に貢献していくことは、産総

研の大きな使命です。このため、研究成果が技術移

転につながるように知的財産権を戦略的に取得し、

適切に維持・管理するとともに、知的財産を核とした

技術移転を強力に推進しています。

実施許諾契約 共有特許の実施契約

産総研の研究成果等発表、HP、特許情報（IDEA）
企業からのコンタクト

研究ニーズ説明

研究用途に限定

技術評価

選択までの時間的猶予

実施権の許諾、実施料
（実施または実施の検討段階）

ノウハウ及び未公開
特許等の開示（非独占的）

研究シーズとのすりあわせ

貢献に応じた持分
優先的な権利を設定

共同研究
共
願
特
許

知的財産

秘密保持契約

研究試料提供契約

技術情報開示契約

オプション契約

産総研の技術移転プロセス

●事例
【相談内容例】　産総研で開発した調光ミラーの
耐久性と想定用途について教えてください。

【対応（回答）】　調光ミラーは、光を反射する
鏡状態と透明ガラス状態のどちらにも切り替えら
れるガラスです。劣化の主な要因は状態の切替
えですが、１万回以上の切替えが可能です。乾
電池を電源とするコンパクトな構成も可能で、用
途としては住宅や車の窓用としての利用を検討し
ています。

合計
594名

中国
184

（32）

韓国　
71（18）

インド
46

（3）

アジアその他
150（13)

米国  24（4）
米州その他  17（1）

フランス  32（3）

欧州その他  62 （14）

中東、アフリカ  8（0）

※括弧内の数値は職員

（2015.3.1現在）

2014年度の国・
地域別外国人
研究者の実績

職員
外来研究員 技術研修生

契約職員（うち連携大学院から）外国人の受け入れ実績

（人数）
0 100 200 300 400 500 600 700

2014 年度 88 185 
(171) 192 129 594

2013 年度 80 217
(165) 189 101 587

2012 年度 80 220
(159) 203 126 629

2011年度 82 80
(149) 290 110 562

オープンイノベーション
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人材育成への取り組み

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証イノベーションスクール
　産総研イノベーションスクールは、独自のカリキュ

ラムを通して、即戦力としてイノベーション創出に貢

献できる人材を育成するため、若手研究者の視野の

拡大と意識改革に取り組んでいます。

　複雑化する社会問題を解決していくためには、研

究所内外のアイデアや技術を組み合わせて革新的な

技術を創出することが必要となり、連携の要となる人

材が求められるようになっています。そこで、産総研

は博士号を持つ若手研究者（ポスドク）や博士課程

大学院生を積極的に受け入れ、特定の専門分野につ

いての科学的・技術的な知見を持つばかりでなく、よ

り広い視野に立ち、異なる分野の専門家とも協力で

きるコミュニケーション能力や協調性を有する人材を

育成することを目指しています。

　2014年度には、ポスドクコース20名、博士課

程大学院生コース9名および講義専門コース3名

をスクール生として受け入れ、講義・演習を実施しま

した。

　2015年度からは産総研が取り組む「橋渡し」機

能をより実効的に強化するため、従来のパイロット事

業から産総研全体の人材育成へと発展させる予定で

す。このために、所内外において新たな取り組みを

試行しつつ、中長期的なあり方についても研究人材

育成推進WGにおいて検討を進めます。

●イノベーションスクールのカリキュラム
1）産総研での講義・演習

　●�産学官で活躍する研究者や企業経営者などによ

る理念・マネジメント・取り組みなどの講義

　●�標準化と研究、知的財産と研究、デザイン思考、

リスク評価、キャリア開発などの講義と演習

　●�「�構成学」（研究シナリオを立て要素技術を統

合・構成していく研究手法）輪講

　●�分野が異なる研究者が理解できる研究発表のス

キルを磨く演習

2）産総研での実地研修

　●研究現場での研究課題の実践

　●�基礎研究から製品化研究まで切れ目なく展開す

る研究の体得

3）企業での実地研修（OJT）（平均約 3 カ月）

　産総研から企業にスクール生を派遣し、現場での

実際の業務を通して、以下を体得

　●�研究開発活動の進め方、技術開発のスピード、

コスト意識の重要性

　●�チームワーク、他部門との連携の重要性

●若手研究者の視野の拡大と機会の提供
　「自分の研究手法が思っていた以上に企業でも通

用する」「企業研修でしっかり取り組めたことは私に

とって大きな自信に」など、スクール生は自らの体験

をもって研究者の活躍の場が多様であることに気づ

き、「最も大事なことは、組織で動いていることを意

識すること」「其々の分野や専門性を持った人と共通

言語を持つ必要がある」と意識を改革し、視野を大

きく広げています。また、研修受入れ企業からは、

「貴重な技術知見を蓄積できた」「同世代の社員が良

い刺激を受けた」とスクール生の研究能力や業務姿

勢も高く評価されています。

　開校以来245�名となった修了生は、自己の新た

な可能性を発見し、企業、大学、公的研究機関など

の様々な分野で活躍しています。
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２０１４年度は、博士後期課程の学生８名、博士前期

課程の学生３８名が産総研で研究開発を行いました。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証産総研リサーチアシスタント

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証バイオインフォマティクス ( 生命情報科学 ) の人材育成

　産総研では、国際的に通用する高い専門性と、社

会の多様な場で活躍できる幅広い能力を身につけた

人材を育成するために、優れた能力をもつ大学院生

を雇用する「産総研リサーチアシスタント制度」を設

けています。この制度により、優秀な大学院生が経

済的な不安を抱くことなく、年間を通して学位取得の

ための研究活動に専念できます。さらに、産総研で

実施している社会ニーズの高い研究開発への参画を

通じて、実社会での研究開発に必要とされる高度な

研究実施能力や計画立案能力を養うことができます。

　バイオ分野と情報分野が融合した学際分野である

バイオインフォマティクス（生命情報科学）は、創薬

をはじめとした分子生命科学のさまざまな分野におけ

る必須の技術となってきています。産総研では、こ

の分野の「技術」と「理論」の両方を理解する人材

育成を目的として、「ハイパフォーマンス・コンピュー

ティング・インフラストラクチャ（HPCI）人材養成プ

ログラム」を実施しており、毎年200名以上の受

講者を輩出しています。本プログラムでは下記の講

習会、セミナーを実施しています。これらの大部分

はeラーニングでも受講ができます。

●バイオインフォマティクス実習コース
主に企業研究者を対象として、バイオ情報取り扱

いの基礎理論から実際の解析研究までをテーマご

とに指導し、NGS（次世代シーケンサー）のデー

タ解析などに、スーパーコンピュータを活用できる

人材を育成します。

●創薬インフォマティクス実習コース
創薬研究の初期探索段階を効率化するための分子

モデリング技術とバーチャルスクリーニング技術に

焦点をあてた、ケモインフォマティクスとバイオイ

ンフォマティクスの実践的カリキュラムです。

● HPCI セミナーシリーズ
ビッグデータ解析など、バイオ分野に限定しない計

算機を応用したバラエティ豊かな先端研究を紹介

する大学院レベルのセミナーを年間12回程度開

催しています。

●�ほかに、JST�NBDC（バイオサイエンスデータベー

スセンター）、東京大学、日本バイオインフォマ

ティクス学会との共催により、チュートリアル、セ

ミナーなどを実施しています。

●大学院生・受入担当者の声
「大学では経験できない研究開発に従事することができ、非常に貴重な経験ができた。」（大学院生）

「指導を通じて手法や問題点の整理ができるとともに、意欲的に取り組む姿勢に刺激を受けた。」（受入担当者）

産総研リサーチアシスタントの雇用条件など （2015年 7月現在）

対象 博士後期課程（博士課程）の
大学院生

博士前期課程（修士課程）の
大学院生

条件

産総研の研究開発プロジェクト
の推進に大きく貢献可能な高
度な研究開発能力・論文生産
能力を持ち、職員の指導のも
と自立的に年間を通して業務を
遂行できること

産総研の研究開発プロジェクト
の推進に貢献可能な研究開発
能力を持ち、職員の指導のも
と自立的に年間を通して業務を
遂行できること

最大雇用
日数 1ヵ月あたり14日 1ヵ月あたり平均7日

給与額 時給1,900円
（月14日勤務で月額約20万円）

時給1,500円
（月7日勤務で月額約8万円）

採用人数
(2014年度) 8 名 38名

人材育成への取り組み
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証技術研修
　技術研修は、企業、大学、公設試験研究機関など

の研究員・技術者・学生などを一定期間産総研に受

け入れて、産総研研究員の指導の下、目標とする技

術を習得する制度です。2014�年度は1,449�名が

この制度を利用しました。

●連携大学院制度
　産総研と連携協定を締結した大学院では、産総研

の研究員が客員教員に就任し、産総研で得た知見・

経験を活かして講義を行い、また大学院生を産総研

に受け入れて技術研修などの研究指導も行っていま

す。

●インターン制度
　主に大学の学生を対象とした短期間の技術研修を

行っています。

●研修生の声
「特殊な観察・分析手法や専門技術を利用した研究がなされ有意義であった。」（企業）

「研修中の失敗を通して、課題達成への進め方を学ぶことができた。」（大学）

「研修での原理・理論部分の知識を得たことにより、業務の質や幅が向上することができた。」（公設試）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
（名）

2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度

国内企業から

国内法人から 海外機関から

国内大学から（うち連携大学院から）

技術研修の受け入れ実績

246 

993 
(165)

95 
53 
1,387

185 

1,152 
(159)

70 
62 
1,469

215 

1,063 
(171)

85 
86 
1,449

175 

1,105 
(149)

45 
61 
1,386

協定数：75大学、84件
連携大学院協定を締結した大学

（２０１5年７月１日現在）

東北大学
東北学院大学
山形大学
福島大学

筑波大学、茨城大学
宇都宮大学、群馬大学
埼玉大学、千葉大学
千葉工業大学、日本大学　
東京大学、東邦大学
東京理科大学、東京医科歯科大学
首都大学東京、東京工業大学
上智大学、東京農工大学
立教大学、青山学院大学
明治大学、早稲田大学 
明星大学、お茶の水女子大学
芝浦工業大学、電気通信大学
東京電機大学、東京都市大学
中央大学、長岡技術科学大学
信州大学、静岡大学
山梨大学、横浜国立大学
横浜市立大学、神奈川工科大学
湘南工科大学、東海大学
関東学院大学

大阪大学、大阪府立大学
関西大学、大阪電気通信大学
近畿大学、兵庫県立大学
神戸大学、関西学院大学 
立命館大学、京都工芸繊維大学
同志社大学、福井大学 
和歌山大学、奈良先端科学技術大学院大学

金沢大学、北陸先端科学技術大学
金沢工業大学、名古屋工業大学
名城大学、大同大学
愛知工業大学、中部大学
岐阜大学

広島大学、山口大学

香川大学、徳島大学

九州大学、九州工業大学
佐賀大学、北九州市立大学
熊本大学、鹿児島大学

北海道大学
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　産総研で働く全ての人が安全で健康に働ける職場

環境を築くため、環境安全憲章として「安全衛生の

向上」を掲げ、最優先に取り組んでいます。

安全衛生委員会と事業所会議の開催

　事業所毎に、労使の代表者が参加する「安全衛生

委員会」を毎月開催して、安全衛生に関し議論を重

ねています。

　また、毎月開催する事業所会議では、事業所の各

部門代表者により、安全衛生委員会の議事結果やほ

かの安全衛生事項について審議をしています。会議

の結果は、部門会議などを通じて全員に周知されて

います。

安全ガイドラインの設定

　産総研では、環境安全憲章に基づいて、危険薬品

や高圧ガスボンベの取り扱い、また、実験を進める

うえでの注意事項などの安全に関する行動規範など

を示した安全ガイドラインを設定しています。

　このガイドラインは、職員などの安全教育や各種

実験作業の基本となるものであり、毎年１回、定期

的に見直し改訂を行っています。2014 年度は、

2014 年 11 月に施行された「特定化学物質障害

予防規則」などの改正により新たに指定された特定

化学物質などについてガイドライン別表への反映、

また、法令に基づく許可・届出が必要な設備の設置

届出漏れを未然に防止するため「採用・受入時にお

ける安全管理に関する確認書」へ対象設備一覧の追

加などの改正を実施しました。

緊急事態への対応

　災害・事故発生時などの緊急事態を想定し、迅速

な対応により被害を最小限に抑えることができるよう、

防災・消防訓練などを実施しています。

　また、災害発生時に地域センターとの連絡手段を

確保するため、全国の研究拠点に導入した防災用無

線電話を用いた通信訓練も実施しています。

　2014 年度においては、2013 年度に導入した緊

急地震速報受信システムを活用し、2014 年 11 月

5 日の「津波防災の日」に実施された気象庁主催に

よる緊急地震速報訓練に全研究拠点が参加しました。

また、同訓練の実施日に合わせて、つくばセンター

においては、全事業所が参加した防災訓練などを実

施しました。

　このほか、地震などの災害対策として、食料品や

救助用品などの防災備蓄品を整備しており、定期的

に点検、見直し、更新などを実施しています。

労働慣行
働く人の安全と健康の確保を最優先に取り組んでいます 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証安全衛生の取り組み安全衛生への取り組み　働く人の安全と健康の確保を最優先に取り組んでいます

消防訓練の様子

安全衛生の取り組み
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休業災害度数率
　100 万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で、
災害発生の頻度を表します。
休業災害度数率＝労働災害による死傷者数／延べ実労働時間数
×1,000,000
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外傷 薬品ガス 転倒 ほか 職員など事故件数
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職員等事故および人的被害事故の件数推移

災害の発生・再発防止

　労働災害が発生した場合は、原因を調査・分析し、

再発防止策が講じられるまで当該業務を中止するとと

もに、その災害の情報を全ての職員などに周知し、

類似災害の未然防止を図っています。

　また、毎朝、全国の 13 研究拠点をテレビ会議シ

ステムで接続して「安全管理報告会」を開催し、地

域センターおよびつくばセンターの各事業所におい

て発生した事故、ヒヤリハットおよび健康に関する事

項などの情報を交換し、再発防止策を水平展開する

ことにより安全衛生の向上を図っています。2014 年

度の産総研における事故の総件数および実験に起因

する人的被害事故の件数は、ともに低水準を維持し

ました。2014 度は、2013 年度に比べて実験に起

因しない転倒事故の件数は減少しており、2013 年

度に実施した構内および構外歩道の常夜灯整備や段

差の解消など再発防止策が一定の効果を発揮したも

のと思われます。

プログラム名 開催回数 受講者数

衛生工学衛生管理者資格取得講習会 2 49

有機溶剤作業主任者技能講習 2 96

特定化学物質作業主任者技能講習 2 82

薬品・高圧ガスの取扱に関する安全講習会 10 666

一般安全講習会（危険薬品等の全管理者等対象） 4 1,126

組換え DNA 実験教育訓練（e- ラーニング受講者） 1 989

動物実験教育訓練（e- ラーニング受講者） 1 414

ヒト倫理に関わるライフサイエンス実験教育訓練 1 490

安全運転講習会 16 1,884 

放射線合同教育訓練［放射線業務従事者対象］ 3 315

エックス線教育訓練講習会［X 線新規使用者対象］ 72 227

放射性物質等の法令遵守に関する説明会
［管理者対象］ 1 44

 

主な教育訓練プログラム・講習会開催（2014 年度）

安全教育・資格取得支援

　事故を未然に防止するため、新規採用・受入者を

はじめ職員各層に対し、安全に関する各種教育プロ

グラムや講習会を実施しています。

　採用時および業務内容変更時の安全教育などは、

イントラシステムの「安全教育管理システム」で管

理されており、受講履歴、受講内容などの確認が可

能となっています。また、ライフサイエンス実験関

連の安全教育の一部は e- ラーニングシステムを導入

しており、受講機会の拡大を図っています。

　2014 年度からは、新たに危険薬品および高圧ガ

スなどの一般的注意事項に関する「一般安全講習

会」を開催し、危険薬品などの全取扱者などに対し

て３年に一度の受講を義務付けるとともに、一定数

量以上の危険薬品などの管理者などには「危険物取

扱者免状」などの取得を義務付けることにより、より

一層の研究室における安全管理に取り組んでいます。

　そのほか、衛生工学衛生管理者資格取得講習、有

機溶剤取扱主任者技能講習などを産総研内で開催す

るなど、資格取得支援活動も積極的に行っています。
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仕事と育児・介護の両立支援

　産総研は、仕事と育児・介護を両立できる職場環

境の整備に取り組んでいます。これまでに多くの支

援制度を整備しており、各種休暇や休業制度の利用

実績は表のとおりです。

　育児支援の一つとして、産総研で働く職員などが

一時的に子どもを預けることのできる保育施設を、

つくば・中部・関西の 3 つの研究拠点に設置してい

ます。また、設置のない研究拠点においては、産総

研が委託契約している民間託児所やベビーシッター

を利用することができます。

　産総研の本部組織や事業組織で行っている業務の

中には、調達や資産管理、福利厚生など、業務経験

の豊富な者が責任を持って長期間従事した方がより

効果的な特定業務が多くあります。

　このような業務を担う人材として、所内に在職する

契約職員や派遣職員などのうち、一定期間勤務経験が

ある優秀な人材を、所内公募によって任期付職員とし

て採用する「地域型任期付職員（地域間異動のない

事務職員）制度」を行っています。これまで計 19 名 

を採用し、採用された職員はそれぞれつくばセンター

内の本部組織や事業組織で活躍しています。

　また「地域型任期付職員」は任期を 3 年としてい

　介護支援では、仕事と介護を両立するためのノウ

ハウや介護予備軍の不安を軽減する知識を提供する

ため、「ワーク・ライフ・バランスセミナー」を開催し

ています。2014 年度には、「遠距離介護」をテーマ

とした外部専門家によるセミナーと、産総研の研究

者による介護支援技術に関するセミナーを開催し、

多くの職員が参加しました。受講者を対象にアンケー

トを実施したところ、介護休業の認知度は約 6 割と

未だ向上の余地があり、所内への制度の周知が今後

ますが、任期中の業務実績などを総合的に審査する

ことで、任期の定めのない職員として採用する可能

性があります。今年度から任期の定めのない職員と

して、2012 年度に採用された 2 名を再雇用しまし

た。今後も、産総研の研究開発などを支える一員と

して「地域型任期付職員」を継続的に採用していく

予定です。

各種休暇・休業制度の利用実績（人）
2012 年度 2013 年度 2014 年度

男性 女性 男性 女性 男性 女性

子の看護休暇 90 159 86 167 101 178

育児特別休暇 28 16 27 11 28 13

育児休業 * 0 25 0 35 1 26

介護休暇 44 9 34 17 39 25

介護休業 * 0 1 1 0 0 0

* 年度内開始者数

一時預かり保育利用実績（のべ人数）
2012 年度 2013 年度 2014 年度

職員 契約職員 職員 契約職員 職員 契約職員

つくばセンター 795 876 1,018 678 1,276 971

中部センター 11 68 37 66 26 88

関西センター 283 45 175 87 248 115

民間託児および
ベビーシッター 12 3 20 3 32 0

ワーク・ライフ・バランスセミナー

職場環境改善へ

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証ワーク・ライフ・バランス支援

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証所内公募による任期付職員の採用

毎年度の採用実績
年度 採用人数

2012 2

2013 5

2014 5

2015 7
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　産総研は、障がいのある方の積極的な雇用を促進

しています。2013 年 4 月から法定雇用率が 2.3％

に引き上げられましたが、就業機会があるごとに採用

し、法定雇用率を達成しています（実雇用率 2.3％

　2015 年 6 月 1 日現在）。

　また、障がいのある方が働きやすい環境づくりや、

地域の障がい者支援センターなどと連携して障がい

者のサポートにより高い定着率を目指しています（定

着率 83.72％　2014 年度）。
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障がい者
1%

2015年6月1日現在

障がい者定着率 障がい者の雇用状況（障がい別）障がい者雇用率の推移

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証障がい者雇用の取り組み

の課題となっています。

　なお、育児・介護に関する情報は、「子育て広場」

「介護広場」として関連制度をまとめ、所内イントラ

において情報提供をしています。

　また、産総研では、柔軟な勤務形態としてフレック

スタイム制や裁量労働制を導入しています。フレック

スタイム制は 35％、裁量労働制は 53％の職員が

導入しており、育児や介護の有無にかかわらず、多

くの職員に適用されワーク・ライフ・バランスを支援

しています。

次世代育成支援行動計画

　産総研では、「第 3 回次世代育成支援行動計画

（計画期間：2014 年 6 月 26 日～ 2017 年 3 月

31 日）」として、これまでに導入したワーク・ライ

フ・バランス支援に関する制度の周知と普及のため

の取り組みについて、3 つの目標を策定しました。

　また、第 2 回までの行動計画実施の成果として、

厚生労働大臣による「子育てサポート事業主」の認

定を受け、次世代認定マーク「くるみん」を取得し

ました。さらに、厚生労働省が普及促進する、仕事

と介護を両立できる職場環境の整備促進のためのシ

ンボルマーク「トモニン」の活用を開始しました。

くるみん トモニン
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職場環境改善へ

チャレンジドチームの活動

●つくばセンター
　つくばセンターチャレンジドチームは 10 名で事務

補助作業や環境整備作業に取り組んでいます。

　センター内の事業所や研究現場から依頼された組

織再編などに関する移転作業の手伝いや廃棄文書の

シュレッダー作業などを行い、チームとして活躍する

ことができました。

　通常業務のリサイクル作業や清掃作業も軌道に乗

り、所内の快適な職場づくりに貢献しています。

●中部センター
　中部センターチャレンジドチームは３名体制 + 指導

者で、敷地内の除草作業や会議室の清掃および各々

の会議に合わせた会場設営や、センター内のゴミの

回収・分別などを行っています。

　加えて、つくばセンターチャレンジドチームが行っ

ている不用地図を利用したリサイクル封筒の作製を

はじめました。完成した封筒は、センター内で活用し、

一般公開の際に、チャレンジドチームの活動紹介コー

ナーで配布しました。

●関西センター
　関西センターチャレンジドチームは３名体制で、セ

ンター敷地内の環境美化業務に当たっています。主

な作業として、草刈りや落葉回収などの屋外作業を

行っています。

　これまで雨天時や酷暑時には、室内清掃などに作

業内容を変えていましたが、2015 年度からは会議

室のカーペットや建物玄関口などを順番に、高圧洗

浄器を使用して清掃できるようにするなど計画的に取

り組んでいます。
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　毎年、春期・秋期に一般健康診断および特殊健康

診断を実施し、人間ドックの受診を含む受診義務の

認識を浸透させることにより、受診率の向上を図って

います。また、健康診断実施後の事後措置として、

産業医・保健スタッフによる保健指導を行い、職員

の健康障害や疾病の早期発見・予防を図ることによ

る職員一人一人、牽いては、産総研全体のパフォー

マンスアップを図るべくサポートを行っています。

　メンタルヘルス対策としては、厚生労働省の通達・

指針に準拠した「心の健康づくり計画」を統一的に

策定し、それに基づいた４つのケア「①セルフケア

②ラインケア：教育研修，セミナーの実施、③職場

内産業保健スタッフなどによるケア：産業医・保健ス

タッフによる面談，職場復帰支援など、④職場外資源

によるケア：外部メンタルヘルス機関の利用」を中

心に継続的かつ計画的に実行しています。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証健康管理およびメンタルヘルスに対する取り組み

定期健康診断（含む人間ドッグ等）の受診率（％） 上段：受診率　下段：受診者数／対象者
年度 2010 2011 2012 2013 2014

①職員（②を除く）※１ 97.5% 98.1% 98.4% 99.9% 99.9%
2940 ／ 3016 2934 ／ 2990 2937 ／ 2986 2990 ／ 2993 2965 ／ 2966

②契約職員※２ 88.1% 88.3% 88.8% 99.9% 100.0%
2095 ／ 2379 2081 ／ 2357 2072 ／ 2330 2136 ／ 2139 2252 ／ 2252

※１：育児休業、休職、長期海外出張者などを除く。
※２：対象は雇用保険加入者。

2013・2014 年度、職員、契約職員 ( 派遣職員含む ) の特殊健康診断受診状況 上段：春期：受診者数／対象者　下段：秋期：受診者数／対象者
2013 年度 2014 年度

特殊健診種別 職員 契約職員 計 職員 契約職員 計

有機溶剤予防健康診断 春 709 ／ 709 614 ／ 614 1323 ／ 1323 704 ／ 704 680 ／ 680 1384 ／ 1384
秋 737 ／ 737 694 ／ 694 1431 ／ 1431 714 ／ 714 731 ／ 731 1445 ／ 1445

特定化学物質健康診断 春 318 ／ 318 164 ／ 164 482 ／ 482 321 ／ 321 237 ／ 237 558 ／ 558
秋 335 ／ 335 202 ／ 202 537 ／ 537 325 ／ 325 262 ／ 262 587 ／ 587

電離放射線健康診断 春 341 ／ 341 115 ／ 115 456 ／ 456 311 ／ 311 115 ／ 115 426 ／ 426
秋 343 ／ 343 110 ／ 110 453 ／ 453 314 ／ 314 120 ／ 120 434 ／ 434

鉛中毒健康診断 春 10 ／ 10 4 ／ 4 14 ／ 14 8 ／ 8 8 ／ 8 16 ／ 16
秋 10 ／ 10 5 ／ 5 15 ／ 15 7 ／ 7 6 ／ 6 13 ／ 13

レーザー光線健康診断 春 159 ／ 159 51 ／ 51 210 ／ 210 179 ／ 179 68 ／ 68 247 ／ 247
秋 67 ／ 67 32 ／ 32 99 ／ 99 49 ／ 49 18 ／ 18 67 ／ 67

じん肺健康診断 春 18 ／ 18 13 ／ 13 31 ／ 31 6 ／ 6 13 ／ 13 19 ／ 19
秋 15 ／ 15 14 ／ 14 29 ／ 29 1 ／ 1 0 ／ 0 1 ／ 1

石綿健康診断 春 6 ／ 6 2 ／ 2 8 ／ 8 5 ／ 5 3 ／ 3 8 ／ 8
秋 6 ／ 6 3 ／ 3 9 ／ 9 6 ／ 6 3 ／ 3 9 ／ 9

産業医面談と健康相談の状況 2014 年度
つくば 北海道 東北 中部 関西 四国 中国 九州 東京 臨海 福島

産業医 身体 1223 289 52 96 153 48 17 12 84 42 52
精神 483 5 21 69 86 1 3 13 0 78 11

産業保健ｽﾀｯﾌ 724 833 29 525 841 80 65 198 78 98 143
合計 2430 1127 132 690 1080 129 85 223 162 218 206

インフルエンザ予防接種（産総研での接種）
年度 2010 2011 2012 2013 2014

つくば・
東京

職員 706 947 994 1025 
契約職員 534 759 788 812 
計 968 1240 1706 1782 1837 

地域
センター

職員 246 273 271 288
契約職員 252 229 261 267
計 432 498 502 532 555

総計
職員 952 1220 1265 1313 
契約職員 786 988 1049 1079 
計 1400 1738 2208 2314 2392 

その他の年度別活動集計
年度 2010 2011 2012 2013 2014

ﾘﾌﾚｯｼｭｴｸｻｻｲｽﾞ 461 281 167 291 304
救急救命講習 115 141 148 145 175
セミナー 0 82 10 93 64
講習会（研修） 187 242 179 252 162

産総研での検査に対する有所見者※１数および面談実施者数
①有所見者数および全体に占める率

年度 2010 2011 2012 2013 2014
有所見 

（Ｃ判定）
人数 780 753 816 785 有所見 

（D 判定）
423

有所見率 18.1% 17.8% 18.5% 15.3% 8.1%
有所見 

（Ｄ判定）
人数 391 356 481 483 有所見 

（E 判定）
598

有所見率 9.1% 8.4% 10.9% 9.4% 11.5%
※１：2013 年度までは、Ｃ，Ｄ判定者、平成 2014 年度は、Ｄ，Ｅ判定者

②有所見者との面談実施率
年度 2010 2011 2012 2013 2014

有所見 
（Ｃ判定）

面談実施者数 664 660 775 712 有所見 
（D 判定）

350
面談受診率 85.1% 87.6% 95.0% 90.7% 82.7%

有所見 
（Ｄ判定）

面談実施者数 317 309 473 470 有所見 
（E 判定）

569
面談受診率 81.1% 86.8% 98.3% 97.3% 95.2%

○判定の定義
● 2013 年度まで
　Ａ：正常範囲　Ｂ：経過観察　Ｃ：要精密検査　Ｄ：要治療
● 2014 年度
　Ａ：異常なし　Ｂ：軽度以上あるが日常生活に支障なし　Ｃ：経過観察
　Ｄ：要保健指導　Ｅ：要医療　Ｆ：面談（特殊健診のみ）
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　産総研内情報ネットワークを利用する全ての利用者

が自覚と責任の下に、情報セキュリティ規程、情報セ

キュリティ実施要領及び情報セキュリティ実施ガイド

（以下「情報セキュリティ規程等」という。）に関する

理解を深め、適切な利用を実践できるようにするた

め、全ての利用者を対象とした情報セキュリティ研修

を継続的に実施しています。

●情報セキュリティ研修
　情報セキュリティ研修の年度内１回以上の受講を義

務化するとともに、新規役職員等についても利用開

始前の研修受講を義務化するなど、情報セキュリティ

意識の維持、向上を図っています。

●セルフチェック実施状況
　産総研の情報セキュリティを確保するためには、研

修とともに自己点検が重要であると捉えており、情報

セキュリティと個人情報保護対策のセルフチェック

（自己点検）を統一的に実施しています。2014 年度

は、自己点検期間を定め、電子情報管理者を通じて

対象者全員に自己点検を行い、個人情報の取り扱い

　産総研では、産学官連携活動等を推進し、成果の

普及を図ることを重要なミッションとしています。一

方、役職員等が産学官連携活動等を行う上で、相手

先企業に個人的利益を有する場合、当該活動による

個人的利益と、公的研究機関である産総研の役職員

等としての業務、研究上の責任が衝突するような状況

（利益相反状況）を適切に管理する必要があります。

　このため、産総研では、利益相反マネージメント

実施規程を策定し、こうした場合を対象に「利益相

を含めた情報セキュリティ意識のより一層の浸透を図

りました。

●情報セキュリティ監査の実施
　産総研では、研究ユニットなどを対象に、情報及

び情報システムが情報セキュリティ規程等に沿って適

切な管理運営・運用が行われているかについて客観

的な評価を行うため情報セキュリティ監査を行ってい

ます。2014 年度は、所内の 18 ユニットを対象に

情報セキュリティ監査を、17 ユニットを対象に前年度

に指摘された事項の改善状況についての情報セキュ

リティフォローアップ監査を実施し、産総研全体の情

報セキュリティの強化に努めました。次年度以降も情

報セキュリティ監査及び情報セキュリティフォローアッ

プ監査を計画的に実施する予定です。

監査対象ユニット数

年度 2011 2012 2013 2014

監 査 対 象
ユ ニット 数 31 24 24 18

フォローアップ
監 査 対 象
ユ ニット 数

3 20 9 17

公正な事業慣行

反マネージメント」を実施しています。

　2014 年度は、役職員等を対象として、年 2 回

（上期：8 月、下期：3 月）の「利益相反マネージメ

ント定期自己申告」を実施し、対象者全員（上期

3,057 名、下期 3,080 名）からの申告を受け、

利益相反が懸念される職員 8 名に対し、外部の利益

相反カウンセラーによるヒアリングなどを実施しまし

た。

利益相反・情報セキュリティ

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証利益相反マネージメント

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証情報セキュリティ
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　安全保障輸出管理は、国際社会における平和と安

全を維持することを目的としたとても重要な取り組み

です。わが国においては、大量破壊兵器の拡散や通

常兵器の過度な蓄積を防止するため、「外国為替及

び外国貿易法」により兵器等自体の規制に加え、兵

器等の開発・製造などに転用される恐れのある貨物

の輸出や技術の提供も規制がなされています。この

ため、海外の企業・機関と関係をもつ可能性のある

企業・機関においては厳格な管理を実施する必要が

あります。

　産総研においては 2004 年に「安全保障輸出管

理規程」を策定いたしました。これを「輸出管理内

部規程」として経済産業省に届出を行い、産総研で

はこの規程に従って、厳格な安全保障輸出管理を実

施しております。取り組みの例としては、1. 輸出管理

最新情報の所内への周知、2. 所内向け輸出管理研修

の実施、3. 職員に対する個別の輸出管理指導の実

施、4. 該非判定・取引審査の実施、5. 内部監査の実

施などとなります。

　近年、ますます海外の研究機関や大学との共同研

究などが活発となっており、職員の輸出管理の意識

を向上させる取り組みの重要性は増しておりますが、

このような取り組みにより、現在では管理体制が整い、

個々の職員においても安全保障輸出管理に対する意

識が定着しております。

　産総研では安全保障輸出管理の取組みを今後とも

推進し、国際社会の一員として平和と安全の維持に

貢献していきます。

所内向け輸出管理研修

安全保障輸出管理

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証安全保障輸出管理の実施
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適切な調達

　産総研では、真にやむを得ない随意契約以外は、

一般競争入札または企画競争・公募により契約をして

います。２００８年４月より、「独立行政法人整理合理

化計画」に基づく随意契約見直しにおいて、随意契

約によることができる限度額の基準を国と同様に変更

し、２０１０年４月に２００８年度実績を元に新たに随意

契約見直し計画を策定しました。その結果、２０１４

年度における基準額以上の契約に占める競争性のな

い随意契約の割合は、金額ベースで３．６％、件数

ベースで２.３％となりました。今後の達成目標として

掲げている随意契約見直し計画と比較すると、金額

ベースでは目標値を達成する結果となりましたが、件

数ベースではやや上回る結果となっています。その

要因として２０１４年度においては、法令などにより処

　「公共サービス改革等基本方針」に係る閣議決定

(２０１１年７月１５日 ) に基づき、つくばセンターにお

ける施設管理等業務について、関連する８業務を

「つくばセンターの施設管理等業務共同企業体」が

包括して事業を２０１２年度から２０１４年度の 3 カ年

度の事業として実施しました。

　また、２０１５年度以降については、競争性を確保

する観点から、これまで８業務を１業務に包括してい

た事業から複数案件への見直しを行い、２０１５年度

から２０１７年度までの 3 カ年度の期間で事業を実施

することとし、２０１５年３月末までに契約締結を完了

しました。同事業のサービスについて実施 3 カ年に

おける主な成果は以下のとおりです。

※随意契約見直し計画は、2008 年度実績を点検・見直し、2010 年 4 月に公表

分先が特定されている放射性同位体の廃棄処分案件

が新たに発生したことなどがあります。

サービスの質の維持・向上と経費削減

● 総括管理業務を中心とした指揮命令の明
確化

● 相互業務の理解 
（業務報告会・定期集合研修の開催）

● 経費の削減 
（実施 3 カ年の合計で 168,889 千円の削減）

※追加業務（総括管理業務等）を除く。
● 施設環境の快適性の確保
※施設利用者アンケートにおける平均満足度

研究協力センター（さくら館）運営管理
96％（指標 90％以上）

研究協力センター（けやき館）運営管理
98％（指標 85％以上）

サイエンス・スクエアつくば維持管理
95％（指標 90％以上）

地質標本館運営管理
96％（指標 90％以上）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証調達の適正な執行

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証市場化テストへの対応

金額：85.5%
件数：96.4%

金額：14.5%
件数：3.6%

金額：90.3%
件数：97.9%

金額：97.2%
件数：97.7%

金額：2.8%
件数：2.3%

金額：9.7%
件数：2.1%

2008年度
実績

2013年度
実績

金額：96.4%
件数：97.7%

金額：3.6%
件数：2.3%

2014年度
実績見直し計画

金額：12.1%
件数：3.5%

金額：87.9%
件数：96.5%

金額：9.9%
件数：3.5%

金額：90.1%
件数：96.5%

金額：5.1%
件数：2.1%

金額：94.9%
件数：97.9%

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

競
争
性
の
あ
る
契
約

競
争
性
の
な
い
契
約
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社会とのコミュニケーション

　2015 年春にリニューアルオープンした常設展示

施設。産総研の幅広い研究開発の最新成果を紹介。

中心となるイノベーションゾーンでは、さまざまな科

学技術がどのように社会に役立てられていくのかを

「ライフ・グリーン・ものづくり」の３つのサブゾーン

に分けて、わかりやすく展示しています。動画紹介や

タッチパネルでの解説、赤外線を使った音声ガイドシ

ステムも利用できます。

　2014 年度の来場者は 32,721 人でした。

　世界的にユニークな地球科学専門の博物館です。

多くの地質標本とともに地球の歴史と変動の仕組み、

人類とのかかわりなどについてわかりやすく展示を

行っています。最新の地質に関する特別展示や参加

型イベントを開催しています。

　2014 年度の来場者は 36,969 人でした。

●休館日： �月曜日（祝日の場合は翌平日）と 

年末年始（12/28 ～ 1/4）

● 開館時間：午前 9 時 30 分から午後 5 時まで

● お問い合わせは、企画本部 広報サービス室まで。

　TEL：029-862-6215

　FAX：029-862-6212

　Mail：sst-ml@aist.go.jp

　http://www.aist.go.jp/sst/ja/

●休館日：  月曜日（祝日の場合は翌平日）と 

年末年始 12/28 ～ 1/4

● 開館時間：午前 9 時 30 分から午後４時 30 分

● お問い合わせは、地質標本館事務室まで。

　TEL：029-861-3750

　FAX：029-861-3746

　http://www.gsj.jp/Muse/

社会との共生
 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証サイエンス・スクエア つくば（茨城県つくば市）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証地質標本館（茨城県つくば市）
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　中部センターは 2015 年 6 月 23 日、24 日に

オープンラボ（研究講演会、ポスターセッションおよ

びラボツアー）を開催し、延べ人数で 326 人の参

加がありました。

　両日とも午前には研究講演会、ポスターセッション

を開催し、中部センターの最新の研究成果を発表し

ました。また、午後には主に企業・大学・公設機関な

どの皆様を対象とした研究現場の見学と研究担当者

との交流の場を提供するラボツアーを行い、139 人

が参加され、研究動向をアピールすることができまし

た。

●参加者の声
　説明が丁寧、わかりやすい。

　実演、現場が見られてよかった。

ラボツアー 研究発表会 ポスターセッション

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証中部センターオープンラボ

社会とのコミュニケーション

●産総研のサークル活動
文化系サークル「ジャズやる部」

　「ジャズやる部」は、2005 年に結成されました。

サックス・トランペット・トロンボーン・ドラムやピア

ノなどの約 20 人で編成されるビッグバンドジャズ

の演奏のほか、少人数のジャズコンボやアンサン

ブル演奏を行っています。部員は産総研の職員や

関係者 30 人ほどです。楽器を始めたばかりの人

や、十数年ぶりに楽器を手に取った人、現役ばりば

りの人などさまざまなバックグラウンドの部員が和

気藹々と活動しています。

　主な活動は産総研つくばセンター一般公開や産

総研内の「文化祭」などにおけるステージ出演で

す。このほか、産総研内でのバーベキュー・退職

者を送る会などのさまざまなイベントでの演奏や、

近隣の夏祭り・茨城県庁・つくば市役所などの外部

からの依頼による演奏なども行っています。

一般公開での参加者の声

　 楽しい事がたくさんあったが、職員さんのジャズ

演奏が素晴らしかった。

近隣の夏祭りつくばセンター一般公開



41人権

組
織
統
治

研
究
開
発
の
推
進

労
働
慣
行

公
正
な
事
業
慣
行

社
会
と
の
共
生

人
　
　
権

環
境
報
告

　産総研では、役員、職員、契約職員のほか、派遣

職員、外来研究員、技術研修員、受託事業者、産学

官制度来訪者、国際制度来訪者、など多くの人々が

　産総研では、人間の特性を計測するなど、ヒトを対

象とした研究活動、人間工学実験を実施しています。

　2014 年度は、新規テーマ 32 件、継続テーマ

172 件の研究を実施しました。

　実験に際しては、外部からの委員 6 名を含めた人

間工学実験委員会を組織し、ヘルシンキ宣言に準拠

人権

『コンプライアンスの道標』より
第 1 項 人権の尊重
～人権を尊重し、人格を無視するような発言や行為をしません～
１．基本的人権を尊重し、人種、国籍、年齢、性別、宗教、信条、社会的身分などに基づく差別をしません。
２．ハラスメントなどの人格を無視する発言や行為はしません。

働いています。役職や立場の違いに関係なく、お互

いに尊重し助け合う気持を持つことが大切であること

を認識し、業務を遂行しています。

し、実験の安全性の確保、科学的妥当性の観点から、

実験計画書の審査・承認を行い、適切に実施してい

ます。

　実施に際しては、実験協力者に口頭および文書に

よる実験内容と同意撤回の自由を十分に説明し、人

権と尊厳を保障しています。

人権尊重の取り組み

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証基本的人権の尊重

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証研究活動における人権尊重
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　ハラスメントは、受けた人の尊厳を傷つけ、精神

的に苦痛を与え、不利益を与えたりします。また、

意図せずハラスメントを行ってしまった人が指摘を受

け、心の健康を損ねてしまうこともあります。ハラス

メントの存在は職場環境を悪化させ、働く意欲を低

下させ、ひいては研究成果にも悪影響を及ぼしかね

ません。ハラスメントのない職場を目指して、産総

研は所内規程の整備や研修の実施を行っています。

ハラスメント防止策

◦ ハラスメント（セクシュアル・ハラスメントを除く）

と、セクシュアル・ハラスメントへの対応について

の所内規程を整備し、ハラスメント防止のための

手続きなどを明確化しています。

◦ 職員や管理者、事業所に設置している相談員を対

象にした研修を行い、ハラスメントの防止や、ハラ

スメント相談対応について学んでいます。

相談体制

　ハラスメントに関連して一人で悩むことがないよう

に、各事業所にハラスメント相談員とセクシュアル・

ハラスメント相談員（半数は女性）を設置し、相談、

調査、斡旋などを行っています。また職務ラインや相

談員での対応で解決しない場合は、上部委員会が審

査し必要な措置を提言し、適切な対応を図っています。

　さらに、より相談しやすい環境を作ること、またプ

ライバシー保護の観点から、産業医や外部機関への

メール、電話相談を行っています。

2014 年度に実施したハラスメントに関する研修

相
談

相
談

ヒ
ア
リ
ン
グ・助
言

ヒ
ア
リ
ン
グ・助
言

報
告

指
示 確

定

必要に応じてヒアリング

必要に応じてヒアリング 必要に応じてヒアリング

相談 指導・助言

連携

相談者

相談員
（複数）

監督者（上司）

弁護士
専門医

外部の識者
勤労室

加害者

管理監（地域においてはセンター所長）

加害者と
される職員第三者

必要に応じてヒアリング

上部委員会

● 相談者には、当事者（被害者又は
加害者とされる職員）でない者も
含まれます。

● 相談は、面談、電話、電子メール、
書面（手紙）、ファクシミリのいず
れも可能です。

● 相談を申し出たことにより、いかな
る不利益も受けません。

● 相談内容については、プライバ
シーの保護に十分配慮するととも
に、知り得た秘密は厳守します。

相談フロー図

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証ハラスメントの防止

研修名 対象 目的 受講者数
2014 年度

新規採用
職員研修

新たに
産総研職員と
なった者

業務遂行上必要な心得、基
礎知識、基本スキルを習得
するための研修の一環とし
て、ハラスメントについて基
礎・防止策等についての知
識を習得します。

94

e- ラーニング研修 職員、契約職員 産総研の組織倫理・ルール
に対する基礎知識習得の一
環として、ハラスメントにつ
いて基礎・防止策等につい
ての知識を習得します。

5,388

外国人職員等
基礎研修

日本語を理解出来ない
外国人職員、契約職員

契約職員基礎研修の内容を
英語で実施しています。 43

若手研究員研究展
開スキル研修

任期付若手研究員
（入所５年目）
試験採用若手研究員

（入所８年目）

若手研究員から中堅研究員
に移行する時期の研究者が、
研究を推進・展開できるス
キルを習得する研修の一環
として、ハラスメントについ
て基礎・防止策等の知識を
習得し、産総研で働く全て
の人達との接し方や注意点
について理解を深めます。

57

グループ長等研修 新規にグループ長等に
なった者。

（グループ長等で本研
修未受講者を含む）

新規にグループ長等になっ
た者が、マネジメントの基
礎知識と基本スキルを習得
するための研修の一環とし
て、ハラスメントについて基
礎・防止策等の知識を習得
します。

42

室長・
室長代理研修

新規に室長、室長代理、
総括企画主幹等になっ
た者。（室長等で本研
修未受講者を含む）

新規に室長等になった者が、
マネジメントの基礎知識と基
本スキルを習得するための
研修の一環として、ハラス
メントについて基礎・防止策
等の知識を習得します。

28

ハラスメン相談員
およびセクシュア
ル・ハラスメント相
談員研修

ハラスメン相談員およ
びセクシュアル・ハラス
メント相談員

講義やロールプレイを活用
し、ハラスメント防止に関す
る知識や相談員としての面
談技術などのスキルを身に
つけます。

37

人権尊重の取り組み
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　創造性豊かな研究活動と活気ある職場を築くために

は多様な人材の活用、すなわちダイバーシティが不可

欠です。産総研では、職員の多様な属性 ( 性別、年

齢、国籍など ) がもたらす価値や発想を活かす職場環

境の実現を目指し、ダイバーシティの推進として 6 つ

のアクションプラン「１．多様性活用 ( ダイバーシ

ティ) 意識の啓発・浸透　２．女性研究者および外国

人研究者の積極的な採用・活用　３．キャリア形成支

援における共同参画のための方策　４．仕事と生活の

調和のための支援　５．国、自治体および他の研究教

育機関等との連携　６．ダイバーシティの総合推進」

を定め、さまざまな施策を立案し、実行しています。

　 産 総 研は、 第 3 期 中 期目標 期 間 内 (2010 ～

2014 年度 ) の女性研究職員採用比率 15% 以上を

目標として、応募者を増やすために、就職説明会や就

職情報誌などを活用して求人活動を行い、優秀な人

材の発掘と積極的な採用に努めてきました。その結果、

2010 ～ 2014 年 度 採 用 累 計 の 女 性 比 率 は

16.7%(2015 年 3 月末日 ) となりました。また、

女性管理職比率は 2014 年 4 月時点で 2.8％となっ

ており、2015 年度末までに 5％を目指して取り組ん

でいるところです。

　2014 年 10 月には、研究・技術計画学会第 29

回年次学術大会にて「産総研のワーク・ライフ・バラ

ンス支援－第 3 期を振り返って－」について、現状の

取り組みや支援、課題について発表しました。

　ダイバーシティ意識の啓発および浸透のために、職

員向けにセミナーや研修も積極的に実施しています。

2015 年 2 月 10 日には産総研つくばセンターで、

糖鎖創薬技術研究センター長を講師に、「ロールモデ

ルとの懇談会～福田道子研究センター長、米国にお

ける経験を踏まえて～」を開催しました。招待懇談者

として各分野の女性研究者などが参加し、講師講演の

後、招待懇談者の質問に講師が経験を交え答えるとい

う（車座）形式で行われました。

　また、2015 年 3 月号の「産総研 TODAY」では、

特集記事として『産総研のダイバーシティ推進』の取

り組みを紹介しました。

　国内研究教育機関との連携を深めダイバーシティの

より強力な推進を図るため、ダイバーシティ・サポー

ト・オフィス（DSO）の事務局として、情報交換会開

催、ニュースレターの発行などを行っています。

2014 年度には、イコールパートナーシップに基づく

新たなネットワーク組織となり、新体制の会長機関を

務めています。

女性研究者採用比率の中期目標期間ごとの推移（2015 年 3 月末現在）

0%

5%

10%

15%

20%

第２期
2005～
2009年度

第１期
2001～
2004年度

第３期
2010～
2014年度

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証ダイバーシティ推進の啓発と活動

ダイバーシティの推進

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証外国人研究者支援
　産総研で働く外国人研究者のための職場環境整備

として、「避難経路図」、外国人研究者に対する「雇

用契約書」の英訳を整備しています。採用事務に関

連する「産総研規程類」、「安全運転講習会資料」お

よび「コンプライアンスに関するセルフチェックリス

ト」の英訳改訂を行いました。

　優秀な外国人研究者の活躍支援を目指して、また、

マネージメント業務における言語面の負担軽減のた

め、支援を希望する外国人研究グループ長および

チーム長に対し、サポートのための事務職員を、

2014 年度から試行配置しています。この支援は、

当該外国人研究グループ長、およびその在籍の研究

ユニット関係者などからも評価されています。
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2014年度相談内容

合計
349件 184

36

27

27

26

23

5
4

17

入管等手続き
産総研内部手続
市役所
住居関連
地域情報
年金・税金
教育/日本語
車/運転免許
その他

ダイバーシティの推進

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証AIST インターナショナルセンター（AIC）リニューアルオープン
　AIST インターナショナルセンター（AIC）は、第 4

期に向けた外国人研究者支援の業務集約化とニーズ

対応および AIC の利便性の向上を図るため ( つくば

中央地区の最も西に位置する「さくら館」から )、ア

クセスの便利な中央地区中心部へ移転、リニューア

ルオープンし、業務を再開しました。

　AIC では、外国人の生活・滞在に関する案内・相

談・支援などを英語環境で行っており、中でも一番多

い相談内容は、東京入国管理局水戸出張所への申請

取次です。2014 年度における在留期間更新などの

申請取次は 52 件でした。

　次に好評を得ているのが、日本語講習です。2014

年度は延べ 44 名が受講しました。多忙な外国人研

究者にとって、産総研内で日本語講習を受けた後、

研究室に戻って仕事が再開できることは、大きなメ

リットとなっています。

　さらに、新 AIC オフィスでは、The Japan Times

を読むことができ、外国人などが情報発信できる交流

スペースを設え、生活・滞在支援から言語面のサポー

トまで、一貫した支援が提供できるようになりました。

新 AIC オフィス　交流スペース

外国人研究者コラム

　AIC の移転おめでとうございます。日本に関する知識と情報を持っていない外国人研究者が、研究所の生

活に早く適応するためには、安定した生活基盤が何より先に要求されます。特に、家族と共に見知らぬ国で

生活を始める研究者は、住居や生活に必要なさまざまな情報だけではなく、子供のための教育環境までくま

なく調べなければなりません。そのため、日本に来る前にも外国でポスドクとして働いた経験を活かし、研究

所の International Center がどこにあるのか、そしてどのような支援を受けられるのかを、日本での生活

を開始する際もっとも先に調べました。もう日本に来て 10 年が過ぎましたが、依然としてビザ更新のような

生活に必要な手続きを AIC にお願いしています。私が初めて来た時、AIC は研究所の中心部から少し離れた

ところにありました。日本語を全く知らなかった私が日本語の読み書きとともに話せるようになったのは、実

は AIC の日本語講習コースで勉強したからです。また、日本に関する本と DVD なども AIC には多数あり、

家族が到着した後には本を借りて日本文化を勉強したりしました。その際少し残念だったことは、AIC が簡単

にアクセスできる場所ではなかったことでした。ところが、2014 年度 AIC が研究所の中心部で食堂やコンビ

ニエンスストアなどが集まっている場所に移転したため、とても簡単に出向けるようになりました。外国人研

究者である私にとっては、単にアクセスが楽な場所への移転という以上に、研究所の外国人研究者への温か

な配慮と大きな感謝を感じています。
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環境配慮の方針

　産総研では、持続発展可能な社会の実現に向け、

研究開発の成果を社会に送り出すとともに、研究開

発の過程においても環境配慮などの取り組みを着実

に進展させるために、環境安全憲章を定めています。

● 地球環境の保全や人類の安全に資する研究を推進

し、安心・安全で質の高い生活や環境と調和した

社会の実現を目指します。

● 環境安全に関する諸法規を遵守するとともに、自

らガイドラインなどの自主基準を設定し、日々、環

境保全と安全衛生の向上に努めます。

● 環境安全に関する情報の発信を推進し、地域社会

との調和・融合に努めます。また、万一の事故、

災害においても、迅速・的確な対処を行うとともに、

「公開の原則」に則り、得られた知見・教訓の社会

への還元に努めます。

１．  環境の保全と健康で安全な社会の構築に資する

研究に積極的に取り組みます。

２．��環境と安全衛生に関連する法規制、条例、協定

を遵守するとともに、自主管理基準を設け、一層

の環境保全と安全衛生の向上に努めます。

３．��省エネルギー、省資源、廃棄物の削減に取り組

み、環境負荷の低減に努めます。

４．��環境汚染、労働災害の予防に努め、緊急時にお

いては迅速かつ適切に対応し、被害の拡大防止

に努めます。

５．��環境保全活動及び安全衛生活動を効果的かつ効

率的に推進するための管理システムを確立し、全

員参加による活動を展開するとともに、継続的改

善に努めます。

６．��環境報告書の発行、情報公開などにより環境安

全衛生に関する情報を積極的に開示し、社会との

コミュニケーションを推進します。

この環境安全憲章の理念のもと、「地球と地域の環

境保全」と「産総研で働く全ての人々の安全と健康

の確保」が重要課題であることを所内で共有し、積

極的に行動するため、環境安全方針を定めています。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境配慮の方針　環境安全憲章を定めて着実に環境配慮の取り組みを進展させています

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境安全憲章

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境安全方針

環境報告
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　産業技術総合研究所では、職員の安心・安全を守

るとともに、危険物や有害な環境汚染物質の使用や

保管を行う建物が多いことから、地震発生時の二次

的災害を最小化する必要があり、このための建物の

耐震診断を行い、倒壊および崩壊する危険性が高い

または危険性のある建物について、耐震化計画基本

方針（2008 年度）を定め計画的な耐震改修事業

を実施し、本館クラスの耐震改修事業を 2014 年度

末に完了したところです。

　事業の実施にあたっては、工事中の研究業務の継

続、研究環境の保全や利用者の利便性、周辺環境と

の調和などを配慮するとともに、環境負荷の低減の

ため、建物の長寿命化、エコマテリアルの使用など

に積極的に取り組みました。

　また、建設時における環境負荷の抑制のため、設

計・仮設の工夫による建設副産物の発生抑制、分別

収集・再資源化を積極的に行いました。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証安全・環境に配慮した耐震改修事業　

環境トピックス

アウトフレーム工法（つくば西 -1棟）

アウトフレーム

トグル制震工法（つくば中央 5-2 棟） 外付けブレース工法（つくば東 -1棟）

免震レトロフィット工法（つくば中央 5-1棟）

オイルダンパー

免震装置

増し打ち壁外付けブレース

免震ピット
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　CNT は、新規材料ゆえにその安全性の評価や適

切な管理が求められます。そこで、安全科学研究部

門では、新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）の委託事業の下、CNT の吸入による影響

に焦点を当て、CNT への暴露の状況を把握するため

に、飛散した CNT を計測する技術の開発や、CNT

を取り扱う現場の環境調査、飛散の程度や可能性を

評価する模擬排出試験を行っています。

　また、CNT の有害性を評価するために、試験動物

へ CNT を吸入暴露させる「吸入暴露試験」、液中

に分散させた CNT を注射器などにより試験動物の

気管内に直接投与する「気管内投与試験」、さらに

動物を使わない「培養細胞試験」を効率的に組み合

わせた評価を行っています。それらの成果をもとに、

「計測の手引き」、「排出暴露評価書」、「リスク評価

書」、「試験手順書」などを作成・公開し、情報提供

や技術相談を通して、事業者などの自主安全管理を

支援しています。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証カーボンナノチューブ（CNT）の暴露評価・有害性評価技術の開発

暴露評価フレームワーク

有害性試験フレームワーク
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境配慮に関する目標と実績
環境配慮に関し目標を掲げ、達成状況を確認・評価して次年度の施策に反映させています。

自己評価
◎目標以上に達成
○目標通り達成
△概ね達成
×未達成

取り組み項目 2013 年度実績

2014 年度

2015 年度目標 掲載
ページ

目標 実績 自己
評価

ＣＯ 2 排出削減
2009 年度比で 2012
年度～ 2014 年度平均で
約 4% 削減

2009 年度比で
2012 年度～ 2014
年度の３年間の平均で
４％削減

2009 年度比で 2012
年度～ 2014 年度の３年
間の平均で３．８％削減

△ 2014 年度比で 2017 年度～ 2019 年度
の 3 年間の平均で 4% 削減 P52

アスベスト対策 12,898㎡を除去
2014 年度までに
未除去部分の除去を
完了

4,713m2 を除去。
計画終了。 ○ 今後は建物閉鎖などの計画に併せて対応 P55

資源の有効活用 リユース実績 588 件

不用となった資産の
リユース 600 件以上

（第 3 期中期目標
期間）

リユース実績 704 件 ◎ 不用となった資産のリユース 600 件以上
（第 3 期中期目標期間） P57

グリーン調達の
推進

調達可能な 232 品目中
231 品目で調達率
100％

特定調達物品の
調達率 100％

調達可能な 236 品目中
234 品目で調達率
100％

○ 特定調達物品の調達率 100％ P50

グリーン契約の
拡大

北海道センター、苅間サイ
ト、中国センター、四国セ
ンターで裾切り方式にて契
約。

産業廃棄処理契約の
裾 切 方 式 に つ い て
2014 年度以降に導
入予定

北海道センター、つくばセ
ンター、臨海副都心セン
ター、九州センターにお
いて産業廃棄物処理契約
の裾切方式による契約を
行った。

○ 電気、産廃処理の契約にあたっては、原則と
して裾切方式での契約を行う。 P51

環境マネジメント
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　事業活動により生じる環境負荷の状況を把握する

ことは、環境全体に配慮した活動を行い、環境負荷

の低減を図る上で重要です。産総研の活動に関わる、

　環境配慮に関する産総研全体の各種取り組みにつ

いては、本部組織（環境安全本部、総務本部など）

が事業組織（地域センターおよび事業所）と緊密に

連携しながら環境施策を推進しています。

　継続的な課題である温室効果ガスの排出抑制につ

いては、環境安全本部で方針を決定し、また、環境

物品などの調達の推進を図るための方針については

総務本部で産総研の方針の策定および監視を行って

います。

　これらの方針は、各地域センターおよび事業所の

所長、管理監をトップとして具体的な推進計画を立案

し実行しています。

エネルギー、化学物質および水の投入と排出状況は

下表のようになります。

環境負荷の全体像

環境と安全の体制

理事長

センター・事業所
所長・管理監

環境安全マネジメント
推進体制

研究業務
推進部室

ユニット長

グループ長

環境安全本部 総務本部

環境安全企画部

地球温暖化対策

安全管理部

環境管理

安全管理

衛生管理

化学物質管理

生命倫理

放射線管理

経理部

環境物品調達方針

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境負荷の全体像

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証組織体制　環境方針に基づく施策を確実に実施する体制を構築しています

input output

産総研

排水量

●下水道へ

●公共用水域へ

汚染物排出量

●BOD

●窒素

●リン

●浮遊物質

水域排出物 単位 2012年度 2013年度 2014年度

千㎥

千㎥

千㎥

kg

kg

kg

kg

kg

1,171

1,169

2

1,426

590

154

11

671

908

879

29

928

353

56

8

511

997

982

15

2,389

554

1,257

159

419

廃棄物排出量

●一般廃棄物

●産業廃棄物

廃棄物最終処分量

古紙再生資源化

廃棄物 単位 2012年度 2013年度 2014年度

t

t

t

t

t

2,453

611

1,842

300

202

2,741

585

2,155

258

230

2,173

544

1,629

248

276

化学物質（PRTR物質）

研究開発用機材
（実験機器、紙類など）

物質 単位 2012年度 2013年度 2014年度

t 123 109 92

- - - -

温室効果ガス排出量

●購入電力

●化石燃料

●購入熱量

NOx排出量

SOx排出量

ばいじん排出量

大気排出物 単位 2012年度 2013年度 2014年度

千tCO2

千tCO2

千tCO2

千tCO2

kg

kg

kg

115

99

15

1

11,495

1,853

371

127

112

14

1

3,302

2,244

299

124

111

12

1

3,530

640

242

購入電力

都市ガス

プロパンガス

液体燃料

購入熱量

太陽光発電

エネルギー
単位

TJ

2012年度 2013年度 2014年度

千kWh

千㎥

kg

kL

TJ

千kWh

217,356

5,657

4,091

803

21

1,319

217,914

5,823

3,703

370

21

1,257

212,126

4,901

2,855

106

18

1,794

受水量

●上水

●地下水

●工業用水

再利用水

水
単位

千㎥

2012年度 2013年度

2,267

2014年度

2,091

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

1,116

1,082

34

0

1,419

1,042

1,004

38

0

1,225

994

964

30

0

1,138

2,535

2,422 2,372 2,267
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環境マネジメント

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境教育　環境教育の拡充に努めていきます

　産総研では、事業活動による環境影響を低減し、

自然環境を保全することを目的とする環境マネジメン

トシステムと、職場における潜在的な危険を低減し、

安全衛生の向上を目的とした労働安全衛生マネジメン

トシステムの２つを統合した独自の環境安全マネジメ

ントシステム (ESMS) を構築し運用しています。

　産総研では、新入職員をはじめ、産学官交流制度

や国際交流制度、労働者派遣制度で来所した方々を

対象として、研究廃液や排出ガスの処理方法、廃棄

　2014 年度は、事業所ごとに内部監査（環境安全

内部監査）を実施し、マネジメントプログラムの実施

状況の点検を行いました。また、各事業所・地域セ

ンターにおいて ESMS 運用の事務局機能を担う安

全衛生管理担当者などのスキルアップを目的に、全

国安全衛生管理担当者会議において、ESMS の取り

組み状況などについて意見交換を実施しました。

●役割、責任、権限の明確化
●教育訓練
●コミュニケーション
●文書管理
●運用管理
●緊急事態への準備・対応

①社会への貢献
②法令順守
③環境負荷低減
④汚染・事故の予防

環境安全方針

環境側面評価＆安全リスク評価
業務と環境＆危険源との関係の調査

目的・目標の設定
取り組むべき改善のテーマの選定

実施計画の作成
目的・目標達成のためのプログラム作成

マネジメントシステムの
適切性・妥当性・有効性を
見直す

A

D

PC

実施・運用

マネジメントレビュー

法令等調査
関連する法令の調査

著しい環境側面＆許容できないリスクの特定
取り組むべき重要事項の選定

監視測定・法令順守評価
計画の通り進んでいるか、
事故・汚染はないか、
法令が順守されているか

goodbad

内部監査
ルールと実施の良否を

チェック

是正・予防処置
原因追求と再発防止

計 

画
点 
検

産総研の環境安全マネジメント
システムの仕組み

物の分別・排出方法など、環境影響が大きなテーマ

について、業務を開始する前に教育を行っています。

今後も環境教育・研修の拡充に努めて行きます。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境安全マネジメントシステム

●グリーン調達への取り組み※ 1

　産総研では、研究開発などを行うために必要な製

品・部品・材料の購入や、加工・試作などを外部の

業者に依頼するときには、品質や価格だけでなく環

境も考慮して、環境負荷の少ない製品・サービスを

優先するグリーン調達を進めています。

　また、グリーン調達を促進させるため、「国等によ

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証グリーン調達・グリーン契約

  
   

 
  ●
　

る環境物質等の調達の推進に関する法律」（グリーン 

購入法）および「環境物品等の調達の推進に関する

 基本方針」（基本方針）に基づき、産総研として環境

 物品などの調達目標を定めた調達方針を毎年度公表
 しています。 
環境物品などの調達状況
   産総研は 2014 年度、グリーン購入法に定める特
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主な特定調達品目の調達実績
分　野 品　目 目標値 総調達量 特定調達物品の調達量 目標達成率

紙類

コピー用紙 100％ 108,438.1379kg 108,438.1379kg 100％
フォーム用紙 100％ 850.2kg 850.2kg 100％
インクジェットカラープリンター用塗工紙 100％ 98kg 98kg 100％
トイレットペーパー 100％ 14,404.6kg 14,404.6kg 100％
ティッシュペーパー 100％ 4,227.18kg 4,227.18kg 100％

文具類

シャープペンシル 100％ 580 本 580 本 100％
シャープペンシル替芯 100％ 2,215 個 2,215 個 100％
ボールペン 100％ 10,199 本 10,199 本 100％
マーキングペン 100％ 9,914 本 9,914 本 100％
鉛筆 100％ 7,074 本 7,074 本 100％
メディアケース 100％ 1,130 個 905 個 80％
のり（固形） 100％ 1,718 個 1,718 個 100％
ファイル 100％ 39,502 冊 39,502 冊 100％

オフィス家具等 いす 100％ 1,315 脚 1,315 脚 100％
机 100％ 569 台 569 台 100％

OA 機器

コピー機等　※ 3
購入 100％ 28 台 28 台 100％リース・レンタル（新規） 35 台 35 台
リース・レンタル（継続） 206 台 206 台

スキャナ
購入 100％ 156 台 156 台 100％リース・レンタル（新規） 0 台 0 台
リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

シュレッダー
購入 100％ 45 台 45 台 100％リース・レンタル（新規） 0 台 0 台
リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

記録用メディア 100％ 6,239 個 6,239 個 100％
トナーカートリッジ 100％ 6,470 個 6,470 個 100％
インクカートリッジ 100％ 3,510 個 3,510 個 100％

自動車等 一般公用車以外
購入 100％ 3 台 1 台 33％リース・レンタル（新規） 0 台 0 台
リース・レンタル（継続） 1 台 1 台

消火器 消火器 100％ 11 本 11 本 100％
役　務 旅客輸送 100％ 2,507 件 2,507 件 100％

※ 3　コピー機、複合機、拡張性デジタルコピー機　

定調達品目（国等の各機関が重点的に調達を推進す

べき環境物品等の種類）19 分野 267 品目のうち、

18 分野 236 品目の調達を行いました。このうち性

能・機能上の要性から判断基準を満たすことができ

なかった 2 品目（メディアケースおよび自動車（一

般公用車以外））を除き、すべての品目で特定調達

物品（環境負荷低減に資する物品として政府が定め

る基準を満たすもの）の調達率を 100% とする年

度目標を達成することができました。また、特定調

達品目以外の環境物品（ゴミ袋）についても、購入

に際して環境負荷に配慮するようにしています。

●ハイブリッド車両などの保有台数
　2015 年 4 月現在、産総研で保有する事業用車

両計 80 台（研究用車両も含みます。) のうち、8 台

がハイブリッド車、1 台がプラグインハイブリッド車、2

台が電気自動車です。事業用車両の更新にあたって

はハイブリッド車、低公害車の選定を推進しています。

※ 1　グリーン調達についての詳細は、以下のホームページをご覧下さい。

http://www.aist.go.jp/aist_j/procure/kouhoyou/

green/　

●グリーン契約への取り組み
産総研では、「国等における温室効果ガス等の排出

の削減に配慮した契約の推進に関する法律」（環境

配慮契約法）に基づき、業者との契約において温室

効果ガスの削減に配慮する契約（グリーン契約）を

推進しています。2014 年度は、下記のとおりグリー

ン契約を行いました。

グリーン契約件数
グリーン契約の種類 件数

自動車の購入 2 件
電気の供給契約 6 件

産業廃棄物 ２２件

　自動車については２台の購入および５台の賃貸借

ついて価格及び環境性能（燃費）を総合的に評価し、

その結果が最も優れた者と契約を締結する総合評価

落札方式による入札を実施しました。

　電気の供給契約については、北海道センター、つ

くば北サイト、臨海副都心センター、中部センター、

関西センター尼崎支所、四国センターで裾切り方式

を採用しました。※ 2

　また、産業廃棄物処理に係る契約において、「収

集運搬＋処分業」22 件について裾切り方式を採用し

ました。

※ 2　裾切り方式

　�当該入札の申込者のうち、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギー活
用状況、新エネルギー導入状況およびグリーン電力証書の調達者への
譲渡予定量に係る数値をそれぞれ点数化し、その合計が基準以上であ
る者の中から、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とするもの
です。
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証地球温暖化対策

地球温暖化対策

　産総研は、事業活動により発生する環境負荷物質

抑制の一環として、温室効果ガス排出抑制などの実

施計画を策定し、温室効果ガス排出量の削減の取り

組みを推進しております。2014 年度は「2009 年

度比で 2012 年度から 2014 年度までの 3 年間

の平均で 4％の削減」という目標を達成すべく、研

究施設の集約化や省スペース化を推進し、より効率

的な研究施設・設備体制に向けて見直しを図り、研

究活動を進めました。

　その結果、3.8％の温室効果ガス排出量を削減しま

した。実施計画期間中に新たな研究拠点を設置した

ことなどによりエネルギー使用が増加し、削減目標の

達成には至りませんでしたが、2013 年度比での温

室効果ガス排出量は減少しております。

　産総研では今後もオープンイノベーションの推進に

よる事業の活発化など、温室効果ガス排出量の増加

要因が見込まれますが、2015 年度からは新たな実

施計画のひとつである「2014 年度比で 2017 年

度から 2019 年度までの 3 年間の平均で 4% 削

減」という目標達成に向け、引き続き温室効果ガス

排出量の抑制のための取り組みを推進していきます。

購入電気

購入電気その他1%

化石燃料
10%

89%

化石燃料

その他

CO2 排出源の内訳

CO2 排出量の推移

0

126 111 92 127115

100

200

2009 2010 2011 20132012

CO2 排出量 目標値

124

2014（年度）
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　産総研では、つくばをはじめ、東北、福島、臨海

副都心、中部、関西、中国、四国、九州の各研究拠

点に太陽光発電設備を導入しています。既存の太陽

光発電装置を有効活用するとともに、新棟の建設の

際には、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導

入を図っています。

　2014 年度の太陽光発電量は 1,794 千ｋＷｈで、

一般家庭 498 世帯分の年間電力消費量に相当し、

年間 870トンのＣＯ 2 排出削減に貢献できました。

　また、新たな研究拠点となる福島に風力発電設備

を導入いたしました。

　2014 年度の風力発電量は 236 千ｋＷｈで、年

間 124トンのＣＯ 2 排出削減に貢献できました。

再生可能エネルギー発電量およびＣＯ 2 排出量削減効果推移 

福島再生可能エネルギー研究所の風力発電と太陽光発電パネル 0
2010 2011 2012 2013 2014

400

800

1,200

1,600

2,000

0

400

600

200

800

1,000

1,200CO2 排出量削減効果
太陽光発電量 風力発電量（千 kwh） （t）

（年度）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証再生可能エネルギーの導入　再生可能エネルギーの導入により、ＣＯ 2 排出量を削減しています
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　産総研では、以下の省エネルギー対策を行いまし

た。

（１）  大型機器（クリーンルーム、恒温恒湿室、大型

電算機、空調設備など）の輪番運転、運転負

荷の分散

（2）��研究廃水処理場のような大電力消費型研究イン

フラ設備の輪番運転、休日・夜間へのシフト運転

（3）��総電力監視システム導入による使用電力の可視化

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証夏期の節電対策について
（4）��つくば・各地域センターにおける輪番・一斉休

暇の実施

（5）��技術研究組合に対して、夏季のピークカットへ

の協力を依頼

　これらの施策により、2010 年度比、つくばセン

ター12％、地域センター4～18％のピーク電力削

減に貢献できました。

つくば西事業所のグリーンカーテン活動について

　つくば西事業所では、研究本館 1 階の事務室南側窓面約 30m2 を覆うようにグリーンカーテンを設けまし

た。グリーンカーテンにする植物の選定は、これまで数年の経験からその効果と景観、害虫が付かず栽培が

容易であることなどを考慮し、ゴーヤ、朝顔、ホップを植えました。また、緑以外の色でも職場に彩りをと考

え、花をグリーンカーテンの前に植え、撫子（ピンク）、マリーゴールド（黄）、千日紅（赤）など、色鮮や

かに事業所内を明るくしました。

　グリーンカーテンの目的である遮熱効果は大きく、室内窓ガラス面での温度を測定したところ、グリーン

カーテンの有る窓と無い窓では 7 ～ 9℃の差があり、冷房負荷の低減に貢献しました。

　グリーンカーテンは多くの職員が協働で栽培し、異なる部署の人たちが声をかけ合い一緒に収穫した実を

分け合いながら会話が弾むなど、働きやすい職場環境づくりにも貢献できたと思います。

　収穫したゴーヤは 200 本を超え、職場交流会ではゴーヤ調理に腕を振るい更に交流の輪が広がりました。

オレンジ色に熟した実からは真っ赤な種が採れたので、来年のために保存し、家庭でのグリーンカーテンの輪

も広げたいと思います。 （グリーカーテン プロジェクト事務局 談）
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再生可能エネルギーの導入により、ＣＯ 2 排出量を削減しています

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量
大気 下水道 廃棄物

つくば
中央第五

クロロホルム（kg） 1,200 270 0 890
ジクロロメタン（kg） 2,500 240 0 2,200

ヘキサン (kg) 1,000 270 0 780

つくば西
塩化第二鉄（kg） 71,000 0 0 0

N,N- ジメチルアセトアミド（kg） 1,500 0 0 100
フッ化水素及びその水溶性塩 (kg) 5,500 0 220 0

塩化第二鉄は使用後すべて難溶性のフッ化鉄や水酸化鉄などに変化し、排出や移動はない。

PRTR 対象化学物質の排出・移動量（取扱量 1t 以上）
化学物質管理制度による届出量一覧

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量
大気 下水道 廃棄物

臨海

アセトン（kg） 310 30 0 280
クロロホルム（kg） 200 12 0 180
酢酸エチル（kg） 110 10 0 99
メタノール（kg） 950 100 0 850

【東京都】
都民の健康と安全を確保する環境に関する条例対象化学物質の排出・移動量（使用量 100 kg 以上）

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量
大気 下水道 廃棄物

関西 ＶＯＣ（kg） 2,500 2,000 0 500

【大阪府】
大阪府生活環境の保全などに関する条例（取扱量 1t 以上）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証化学物質排出量の把握

化学物質管理

　産総研では研究分野が多岐にわたることから、少

量で多種多様な化学物質を使用しています。使用に

おいては、発煙・発火や漏洩などの事故が起きない

よう適切な使用・保管管理をするとともに、廃棄時に

は適切な処理を行っています。

【薬品使用後の廃液・排ガスの処理】

廃　液：  つくばセンターでは、無機廃液は敷地内の

処理場で無害化したのち公共下水道へ放流

しています。有機廃液については、2013

年度より全量を産業廃棄物処理業者に処分

委託することにしました。他の地域センター

では、有機・無機ともに産業廃棄物処理業

者に処分委託しています。

排ガス：��有害蒸気を発生する薬品は局所排気装置

　産総研では、PRTR 法※および地方自治体の関連

条例に基づき、該当する化学物質の排出量と移動量

の届出を行っています。産総研では、さまざまな有

機化合物を溶かしたり抽出したりするために使用され

る有機溶媒、半導体洗浄用に用いられるフッ化水素、

（ドラフトチャンバー）内で使用し、研究排気

除害設備を通して排出しています。どの薬品

をドラフトチャンバー内で使用し除害して排

出する必要があるかの情報は、下記の化学

物質総合管理システムを用いて各研究者に

提供しています。

化学物質総合管理システムについて
　研究活動に使用する多種多様な化学物質は納品時に全て

「化学物質総合管理システム」に登録されます。化学物質総合
管理システムは、産総研のイントラネットシステムを通して全研
究員が閲覧でき、各自が使用している薬品に対する法規制、薬
品の特性、取扱いに関する情報が一目で確認できます。また、
部屋ごとの消防法危険物貯蔵量や高圧ガス貯蔵量も簡単に集計
把握できます。さらに、下記 PRTR 等の行政への届出対応の
ための集計にも利用されます。

およびフッ化水素の廃液処理を行うために投入する

塩化第二鉄の使用量が大きく、例年届出対象となっ

ています。なお、2013 年度より有機廃液の噴霧燃

焼炉を廃止したことで、ダイオキシン排出量の届出

対象施設はなくなりました。

※ PRTR 法
正式名称は「特定化学物質
の環境への排出量の把握等
及び管理の改善の促進に関
する法律」。
第 1 種指定化学物質に該
当する４６２物質のいずれか
を年間１ｔ以上（一部物質
は 0.5ｔ以上）取り扱う事
業所について、その環境へ
の排出量や他事業所への移
動量（販売や廃棄委託な
ど）の報告が義務付けられ
ています。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証
化学物質の適正管理　化学物質の適正管理により環境リスクの低減と安全を推進しています
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証アスベスト対策　石綿含有吹き付け材除去対策

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証ＰＣＢ廃棄物の保管　ＰＣＢ廃棄物の保管、監視を継続的に行っています

石綿含有吹き付け材の計画的な除去を終了しました。

　産総研では、2007 年度から吹き付け材の劣化状

況調査や環境測定を定期的に実施しながら、石綿含

有吹き付け材 83,607m2 について計画的に除去工

事を進めてきました。

　2014 年度の工事において、4,713m2 の吹き付

け材除去を行い、累計 82,840m2 の計画に基づく

除去を終了しました。

　ＰＣＢを含有するコンデンサ、トランスなどの PCB

廃棄物は、特別管理産業廃棄物として法令の定める

基準に従い、各事業所・センター毎に保管していま

す。各事業所・センターでは、特別管理産業廃棄物

管理責任者による月１回の点検を実施することにより

管理状況の監視を行っています。

　2014 年度は、高濃度 PCB 廃棄物（コンデンサ、

安定器など）および低濃度 PCB 廃棄物（トランス

類）を、それぞれ、中間貯蔵・環境安全事業株式会

社（JESCO）および無害化処理認定業者に委託し

て処分しました。法令で定める期間内の完了に向け

て、今後も計画的に処分を進めてまいります。

0 2010 4030 6050 80 9070 100
（%）

2007年度
6,938 ㎡
2007年度
6,938 ㎡

2008年度
9,285 ㎡

2010年度
3,873 ㎡
2010年度
3,873 ㎡

建物閉鎖など767㎡建物閉鎖など767㎡

2014年度
4,713 ㎡

2012年度
11,188 ㎡

2009年度
16,127 ㎡

2011年度
17,818 ㎡

2013年度
12,898 ㎡

石綿含有吹き付け材除去面積の推移

　建物閉鎖などを実施している施設については、施

設の解体時に併せて除去する予定です。

 PCB 廃棄物の処分および保管状況

トランスの解体搬出作業の様子

区分 2014 年度中の処分量 2014 年度末の保管数量

コンデンサ類 217 台 352 台

安定器 36 台 4,691 台

トランス類 65 台 30 台
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資源の有効活用・保全

　産総研は、３Ｒ(Reduce、Reuse and Recycle)

の取り組みを推進し、環境負荷の低減に努めていま

す。中でも、研究設備などの再利用については、経

費の削減効果も期待できることから、重点的に取り

組んでいます。（資源の有効活用を参照）

　また、排出事業者の責務として自主的に廃棄物処

理場の現地調査を毎年実施しており、適正に処理な

どがされていることを確認しています。2014 年度

は、27 カ所の廃棄物中間処理場および最終処分場に

ついて現地調査を実施しました。
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区分 排出量（t） 最終処分量
（t）

最終処分率
（%）

一般廃棄物 544 83 15

産業廃棄物 1,073 145 13

　　廃プラスチック 177 40 23

　　金属くず 204 2 1

　　汚泥 214 34 16

　　木くず 15 3 23

　　ガラス、コンクリート・陶磁器くず 57 24 41

　　混合物 15 3 20

　　複合材 250 30 12

　　鉱さい 38 0 0

　　その他 102 9 9

特別管理産業廃棄物 556 20 4

　　引火性廃油 88 4 5

　　強酸 231 3 1

　　感染性廃棄物 15 11 77

　　廃油（有害） 203 0 0

　　汚泥（有害） 9 0 1

　　廃酸（有害） 1 0 6

　　その他 9 0 4

合計 2,173 248 11

廃棄物排出量内訳（2014 年度）

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証廃棄物発生量の削減　廃棄物の削減により環境負荷の低減に努めています
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　産総研では、2005 年から所内イントラネットを用

いて研究機器、OA 機器、什器、消耗品などの不用

品情報と必要品情報を交換し、所内での再利用を促

進する「リサイクル物品システム」を運用しています。

また、所内で利活用できないものは、外部への譲渡

も行っています。これらにより、廃棄物の削減

(Reduce) と再利用 (Reuse) を推進しています。

　つくばセンター、中部センターでは水資源の有効

利用を図るため、研究廃水などを中和・還元処理し、

実験機器の冷却水やトイレの洗浄水として再利用して

います。

　2014 年度の受水量は前年度比 5％減、再利用

水は前年度比 7% 減でした。ヘリウム液化装置の冷

却方式の変更により、再利用水の利用量が減少しま

した。今後も水資源の有効利用に努めます。
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証資源の有効活用　不用となった設備の再利用を推進しています

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証水資源の保全　再利用により水資源の有効利用に努めています

つくばセンター内の廃水処理施設
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　生物の多様性を包括的に保全するとともに、生物

資源を持続可能な形で利用していくため、日本をは

じめ多くの国々が協力し、1992 年に生物多様性条約

（Convention on Biological Diversity: CBD）が

採択されました。その後、生物の多様性の保全およ

び持続可能な利用に悪影響を及ぼす可能性のある遺

伝子組換え生物の安全な移送、取り扱いおよび利用

における保護の確保を目的として、カルタヘナ議定

書が作成され、日本でも 2004 年に「遺伝子組換

え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律（カルタヘナ法）」が施行されました。

　産総研ではこのカルタヘナ法を遵守するため、実

験の内容および遺伝子組換え生物などの取扱いなど

について、外部の専門家を含めた委員会で事前審査

するとともに、対象となる実験を行う研究者や研究支

援者に対し、定期的な教育訓練の受講を義務化して

います。2014 年度の対象となる実験は 187 件でし

た。また、遺伝子組換え生物などを使用する実験室

は実地調査によって、法で定められた表示の有無、

保管状況ならびに拡散防止措置実施状況を確認して

います。さらに事業所ごとの支援・指導体制の整備な

どにより、生物の多様性の保全に取り組んでいます。

生物多様性

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証生物多様性条約　カルタヘナ法の遵守
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環境コンプライアンス

　産総研における大気汚染物質の排出源は主に空調

用の冷熱源用のボイラーです。硫黄酸化物（SOx）

の発生を抑制するため燃料は主に都市ガス、灯油を

使用しています。

　2014 年度は、九州センターにおいて空調用ボイ

ラーを廃止しため、SOx の排出量が大幅に減少しまし

た。

　産総研では、実験室の 4 次洗浄水以降の廃水を

研究廃水として廃水処理施設に集めて、pH 調整、凝

集沈殿、ろ過、活性炭吸着などの処理を行い、各自

治体の排水基準に合わせてから公共下水道に排出し

ています。

●地下水のモニタリング状況について
　関西センターでは、2012 年 4 月に行った敷地内

の地下水調査で、地下水の基準を超過するヒ素が検

出されました。所轄する池田市の指導の下、7 カ所の

地下水観測井において定期的に水質測定を行ってお

ります。2014 年度に実施した測定では、2 カ所の

観測井から基準を超過するヒ素およびその化合物

（基準値 0.01mg/L に対し、最高値 0.017mg/L）、

並びにホウ素およびその化合物（基準値 1mg/L に

対し、最高値 1.2mg/L）が検出されました。今後

も監視を継続していきます。

　また、中部センターでは、2012 年 6 月に行った敷

地内の土壌調査で、基準を超過するフッ素およびその

　私たちは、法令などの遵守をはじめ、社会的規範、

研究者行動規範、所内規程などを遵守することによ

り、研究所のコンプライアンスを推進し、産総研が

掲げる憲章「社会の中で、社会のために」の実現

を目指します。

　環境保全に関しては、地球環境を保全し持続的発

展可能な社会の実現に貢献するため次の行動を推進

します。

１．  国際的な環境規制、国や自治体の環境関連法令

等を遵守し、公害防止、自然環境の保全に努め

ます。

２．  地球環境の保全と人類の安全に資する研究を推

進し、エネルギー効率の向上、省資源、再資源

化などに積極的に取り組みます。
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化合物が検出されました。所轄する名古屋市の指導

の下、汚染拡散防止対策として、地下水の観測井を

1 カ所設置し、年 1 回の水質測定を行っております。

2014 年度に実施した水質測定では、特段問題はあ

りませんでしたが、今後も監視を継続していきます。

●水質保全への取り組みについて
　2014 年度は、改正水質汚濁防止法への対応とし

て、有害物質を含んだ水の漏洩防止のため、屋上排

ガス洗浄設備および排ガス洗浄設備の廃液貯留槽に

防液堤を設置しました。また、生活排水の水質向上

のため、食堂厨房の排出水に含まれる油分を回収す

る装置を新たに設置しました。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証大気汚染防止

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証水質汚濁防止

グリーストラップに接続した油分回収装置排ガス洗浄設備の廃液貯留槽に設置した
防液堤
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 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証環境に関する事故等
　産総研では、環境安全マネジメントシステム

(ESMS) の PDCA サイクルにより、環境法令など

の遵守状況をチェックしています。また、万が一事故
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事故又は
災害
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が発生した場合にも、被害を最小化するための体制

を整備しています。

●環境事故を想定した訓練の実施
　産総研では、油類・化学物質の漏洩など環境事故

が発生した場合の被害の最小化を図るため、連絡・

通報、応急措置の訓練を実施しています。2014 年

度は、屋上に設置されている排ガス洗浄設備から有

害物質が漏洩した場合や研究廃液を運搬中の漏洩な

どを想定した訓練を 10 事業所で実施しました。

様々な環境事故を想定し、今後も訓練を定期的に実

施していきます。

環境事故訓練の様子

環境コンプライアンス
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●�つくばセンターにおける下水道条例基準
超過水の排出について

　下水道条例に基づく排水基準の超過が、つくばセ

ンターにおいて 3 回発生しました。基準超過項目は、

いずれもノルマルヘキサン抽出物質含有量であり、

食堂業者と協力して厨房作業の改善や油分分離阻集

器（グリーストラップ）の清掃頻度の見直しなどを行

い、再発防止策を講じました。

●�関西センターにおける排水の八王寺川へ
の越水について

　2014 年 9 月 10 日、関西センターがある地域

では集中豪雨がありました。その際、研究廃水施設

の貯留槽ピットなどに大量に雨水が流入しその水が廃

水処理施設からあふれ、敷地内を流れる八王寺川に

流れ出ました。再発防止のために、所轄する池田市

の指導の下、タンクピットの嵩上げや雨水放流のた

めの切り替え弁の設置などを行いました。

● 研究廃水埋設管の定期点検で発見され
た配管損傷などについて

　水質汚濁防止法に基づく研究廃水埋設管の定期点

検を実施したところ、中部センターと中国センターに

おいて配管損傷が発見されたため、所轄の自治体へ

報告しました。どちらの地域センターも損傷した配管

下の土壌を分析し、土壌汚染がないことを確認しまし

た。

　そのほか、つくばセンターにおいて、近隣にお住

まいの方から、騒音のお問い合わせ１件、研究所の

敷地内から飛散する枯葉による被害の改善要望 1 件

が寄せられました。騒音については原因となっていた

設備の修繕を行いました。また、枯葉による被害に

ついては支障木を伐採するなどの対応を行いました。

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証2014 年度に発生した事故などの報告

嵩上げしたタンクピット
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第三者意見

発行に寄せて
産総研レポート2015発行に寄せて
　産総研では、2004年度に「環境報告2004」を発行して以降、
2010年度からはつくばセンターに加えて報告の対象を全国の研
究拠点に拡大するとともに、環境および労働安全衛生に関する活
動、組織の社会的責任（CSR）に関する活動の報告を追加し、
ISO26000に基づいて構成した「産総研レポート　社会・環境報
告」として発行してきました。
　今回の報告書では、2015年4月よりスタートした5年間の第
4期中長期目標期間において、産総研の最重要ミッションとして位
置づけられている「橋渡し」機能の強化に向けた取り組みを報告し
ています。巻頭特集では、パワーエレクトロニクスの実用化研究を

紹介するとともに、研究特集では、カーボンナノチューブ、スピン
トロニクス素子、セラミックス膜のそれぞれ実用化研究を紹介して
います。また、それらの橋渡しを推進するためのオープンイノベー
ションへの取り組み、人材育成への取り組みも報告しています。
　「社会の中で、社会のために」をスローガンとする産総研として、
多くのステークホルダーの方々が知りたい産総研の活動を分かり
易く紹介することは、私たちの義務であり使命でもあります。本報
告書を通じて、社会と一層深い信頼関係を築くことに繋がるよう努
力していく所存です。

四元 弘毅　企画本部　副本部長 

特定非営利活動法人　循環型社会研究会　理事 山口民雄
　社会的責任レポートの国際的なガイドラインである GRI ガイ
ドラインが第 4 版と版を重ねているように、レポートは社会状
況の変化やそれに伴う社会の要請に応える内容でなければな
りません。そのため、発行組織は、常に国内外の社会に耳を
傾け継続的改善に努めるとともに毎年訴求テーマを設けること
が重要です。前者については、私の初稿に対するコメントや読
者の要望を現場にフィードバックし、対応されていることで継
続的に改善が図られています。
　後者についても、毎年的確にテーマを選択し、トップメッ
セージや特集で訴えてきています。本年は「産業界において
は、国際的に競争力のある企業が徐々に減少し、（中略）世界
市場における存在感が低下しつつある」（トップメッセージ）と
いう危機意識とともに本年から開始される第 4 期中長期目標
の基本方針から“橋渡し”というテーマが設定されたと考えま
す。基礎研究に成功しても最終製品に結び付くことなく、技術
が埋もれてしまう「死の谷」があると本レポートでも報告され
ていましたが、昨今のわが国企業の存在感低下から一層「死
の谷」を超える“橋渡し”が重要かつ切実な課題になってきて
います。本報告書ではこの点について、トップメッセージで言
及するとともに、巻頭特集（4 頁）、研究特集（6 頁）で成功
事例を詳細に報告しています。これらは具体的に成功した背景
が記載されており、編集方針にある「わかりやすく、親しみや
すい説明を通じて、さまざまなステークホルダーの皆さまに理
解いただく」ことに成功しています。
　一方、経済産業省と文部科学省は 2014 年 12 月に大学
や公的研究機関、民間企業間でそれぞれ雇用契約関係を結び、
各機関のもとで業務を行い社会保険などで不利益を被らない
仕組みである「クロスアポイント（相互雇用）制度」の基本
的枠組みを制定しました。この枠組みは基礎研究を事業化に
つなげる“橋渡し”には有効との欧米の例もあり、産総研にお
いても積極的に活用を開始したとの報道があります。しかしな
がら、本制度についてはトップメッセージには言及されている
ものの、本文には“橋渡し”との関連で本制度の活用例と今
後の展開について詳述されていないのが残念です。来年以降、
本制度の有効性や活用計画、成果について記載されることを

期待します。
　レポートの読者は未だ理化学研究所の STAP 細胞問題の衝
撃が残り、各公的機関がどのように研究ミスコンダクトに対応
しているのか、という点に大きな関心が寄せられています。こ
の点について、昨年は「研究者行動規範に係る研修」の実施
について触れるのみで、読者の関心に十分に応える内容では
ありませんでした。しかし、本レポートでは、2015 年 4 月に
適用開始された新たな「研究活動における不正行為への対応
に関するガイドライン」に則った産総研の改革骨子や同月に改
訂された産総研の「研究者行動規範」の紹介により読者の関
心に対応するものとなっています。今後は本ガイドラインにも

「履行状況調査を実施し公表」とありますので、今回記載され
た改革が確実に履行されているか否かを本レポートで報告され
ることを期待します。
　ISO26000 には社会的責任レポートの備える条件が箇条
書きされています。その中で「バランスが取れている」があ
げられ「組織活動の影響に関する否定的な情報を省くべきで
はない」とあります。本レポートでは、環境に関する事故の報
告もあり、条件を一定満たしていますが、さらに多方面から情
報を幅広く収集し記載する努力を期待します。
　最後に今後の活動と記載についての期待を。“橋渡し”に
よって卓越した商品が誕生しても、それだけでグローバルな市
場に浸透するとは限りません。さまざまな国際ルールの中で、
競争条件に影響を受け、市場展開で不利になることが少なく
ありません。海外先進企業では積極的にルール形成を展開し
ていますが、わが国では消極的との指摘もあります。産総研
では従来から「国際標準化の推進」を積極的に展開されてき
ましたが、企業のルールへの対応がルール適応型からルール
形成型への転換が強く求められている今日、政府、企業と連
携した多様な新ルール形成に取り組まれることを期待します。

循環型社会研究会：次世代に継承すべき自然生態系と調和した社会の在
り方を地球的視点から考察し、地域における市民、事業者、行政の循環
型社会形成に向けた取り組みの研究、支援、実践を行うことを目的とす
る市民団体。研究会内の CSR ワークショップで、CSR のあるべき姿を
研究し、提言している。 URL：http://junkanken.com/

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証産総研レポート 2015　社会・環境報告書

第三者意見
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北海道センター
事業所：北海道センター
サイト：札幌大通りサイト

東北センター
事業所：東北センター
サイト：仙台青葉サイト

中部センター
事業所：中部センター
サイト：名古屋駅前サイト
　　　　

九州センター
事業所：九州センター
サイト：福岡サイト

四国センター
事業所：四国センター

臨海副都心センター
事業所：臨海副都心センター

つくばセンター
事業所：つくば中央第一事業所
　　　　つくば中央第二事業所
　　　　つくば中央第三事業所
　　　　つくば中央第四事業所
　　　　つくば中央第五事業所
　　　　つくば中央第六事業所
　　　　つくば中央第七事業所
　　　　つくば西事業所
　　　　つくば東事業所
サイト：つくば北サイト
　　　　つくば苅間サイト
　　　　船橋サイト

関西センター
事業所：関西センター
　　　　尼崎支所

中国センター
事業所：中国センター

東京本部
つくば本部

事業所：東京本部

福島再生可能エネルギー研究所

産総研の研究拠点（2015.4.1 現在）
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